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総合特区制度、「環境未来都市」構想に関する会議の開催について

1.「新成長戦略実現会議の開催について」(平成 22年 9月 7日 閣議決定)
に基づき、総合特区制度及び 「環境未来都市」構想を政府一九となつて

推進するため、総合特区制度、「環境未来都市」構想に関する会議 (以下
「会議」という。)を開催する。

2.会議の構成員は、次のとおりとする。ただし、議長は、必要があると
認めるときは、その他関係者の出席を求めることができる。

議長    地域活性化担当大臣
構成員   議長の指名する内閣官房副長官、

すべての府省の副大臣又は大臣政務官

その他議長が指名する者

事務局長  議長の指名する内閣府副大臣
事務局次長 議長の指名する大臣政務官

3.会議の庶務は、内閣官房において処理する。
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総合特区制度、「環境未来都市」構想に関する会議 委員

【議長】

○地域活性化担当大臣

【事務局長】

○地域活性化担当副大臣

【事務局次長】

○地域活性化担当大臣政務官

【構成員】 (各府省は第 1回会議出席予定者)

O内閣官房副長官

○内閣官房副長官

○内閣府    副大臣
○警察庁    次長
○金融庁    内閣府大臣政務官
○消費者庁   内閣府副大臣
○総務省    大臣政務官
○法務省    大臣政務官
○外務省    大臣政務官
○財務省    大臣政務官
○文部科学省  大臣政務官
○厚生労働省  大臣政務官
○農林水産省  副大臣
○経済産業省  副大臣
○国土交通省  副大臣
○環境省    大臣政務官
○防衛省    大臣政務官

片山 善博

平野 達男

逢坂 誠二

古川 元久

福山 哲郎

末松 義規

片桐 裕
和田 隆志

末松 義規
内山 晃

黒岩 宇洋

山花 郁夫

吉田 泉

笠 浩史

岡本 充功

筒井 信隆

池田 元久

三井 糾雄

樋高 剛

松本 人輔
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「新成長戦略 ～「元気な日本」復活のシナリオ～」(H22.6.18閣議決定)

○経済財政運営の最重要課題は、過去の政権が残してきた規制・制度の東緯や、適切な政策及びそのために必要となる財源確
保の努力の欠如を是正し、本来の需要を実現すること

○ルールの変更や需要面からの政策を呼び水として実行することによって、これらの彗軍寡題#イL六せスルル半1に■口弗日lHし、
日本が本来持つ成長力を実現することが、優先順位第一の課題

○制度改革と一体的に実施することで相乗的な効果が期待される政策口事業を重視する。特に、潜在的な需要を抑えているルー
ルを変更することは極めて重要

2つのパターンの「総合特区」により、
拠点形成による国際競争力等の向上、地域資源を最大限活用した地域力の向上を図る

―́――一地域活性化総合特区―一一、

我が国の経済成長の

エンジンとなる産業・機能の

育成に関する先駆的な取組

環境     __

『総合特区Jとしての指定

国と実施主体の「協議の場」の設置
・国と地域が一体となつて推進
・必要な規制・制度改革、税財政。金融措置等を総合的
に協議・改善・実施等

Ｉ
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規制・制度改革の大胆な「提案J

地域資源を最大限活用した

先駆的な地域活性化の取組

次世代
エネ時

○新成長戦略の「21の国家戦略プロジェクト」として総合特区制度の創設を位置付け



(1)地域活性化推進本部(仮称)
口地域活性化の推進等に必要な施策を集中的かつ一体的に実施するため、内閣に全閣僚をメンバーとした地域活性化推進本部
(仮称)を置く。(本部長 :内閣総理大臣)
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(2)総合特区推進WG(仮称)
口関係府省との所要の調整を行い、地域からの提案に対する対応方針の案等を策定するため、本部の下に、副大臣・政務官レベ
ルの総合特区推進WG(仮称)を置く。(座長 :総合特区担当副大臣)



(3)国と実施主体の「協議の場J
・総合特区ごとに、総合特区の実施主体 (自治体又は自治体を含む協議会)と関係省庁との協議の場を設置し、国と地域の協働
プロジェクトとして推進。
※ 関係府省は、地域からの規制・制度改革等の提案について精力的に検討するとともに、当該総合特区の目標達成のための
国の支援のあり方を幅広く議論し、各府省からも積極的に施策提案を行う。

(1)基本方針の策定・公表

○地域活性化推進本部(仮称)において案を作成の上、閣議決定。
O総合特区制度の趣旨、総合特区の要件、総合的な支援のあり方等を記述。
(2)総合特区の提案等

○総合特区の提案を行おうとする者 (自治体又は自治体を含む協議会)は、次の事項を含む提案を行う。
①目標
②取組・事業
③規制・制度改革、税制・財政・金融上の支援措置等に関する総合的な提案
④地域の責任ある関与
○民間等は、自治体に対して提案が可能。

(3)総合特区の指定

○要件 (後述)を満たす、国として推進すべき提案について、総合特区推進WG(仮称)における検討、調整を経て、地域活性化推
進本部(仮称)において総合特区として指定。

(4)総合特区の実施計画の認定

○指定を受けた実施主体(自治体又は自治体を含む協議会)は、総合特区の実施計画案を作成。
O実施計画を内閣総理大臣が認定。規制口制度改革、税制口財政・金融上の支援措置等を実施。
○認定された総合特区実施計画については、PDCAサイクルを適切に実施。



i)包括的・戦略的な政策課題の設定と解決策の提示があること

‖)成長分野の活性化や地域の活性化といった目的に対し有効で、我が国の成長に資する新しい分野を切り開くなど先駆的
な取組であり、一定の熟度を有すること

面)地域資源等を活用した取組の「必然性」があること

市)地域の「本気度」を示す責任ある関与があること

・地域の「本気度」が明らかな取組で、関係主体の合意が得られているものを想定
例)地方税の減免、地域独自の補助金、住民負担を伴う規制強化、自らの権限に係る規制緩和、組織や体制の強化 等

・既に、地域の自助努力による事前の施策が十分に行われている

・成果目標の設定と事後チェック

v)運営母体が明確であること

・地方公共団体と民間企業、NPO等による官民共同の協議会を設置することが必須

宙)今後の地域活性化を進める上で有効な国の規制・制度改革の提案があること

・先駆的な取組の実現や推進に有効であり、以下のような国の施策に関する提案を対象とする。

―規制の改革 (過去に行われた規制改革の改善や活用促進のための措置を含む)
一国の権限・事務の地方公共団体への委譲・ワンストップ化
―国の関係機関の業務の見直し
一国の制度、事務手続きの見直し(税制・財政・金融上の支援措置の改善、国の認定手続きの簡素化等)等
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「新成長戦略」(平成22年 6月 18日閣議決定)において、21の国家戦略プロジェクトとして位置づけられた
「総合特区制度」の創設に必要な予算口税制改正を要求中。

(1)平成23年度予算概算要求 (内閣府要求額:823億円)
自立的な取組に基づく地域の活性化、社会経済的課題の解決及びわが国全体の成長戦略の観点から
「総合特区制度」を創設し、規制の特例措置及び税制口財政・金融上の支援措置等を一体として実施。
・総合特区推進調整費
・総合特区支援利子補給金

(2)平成23年度税制改正要望

(i)国際戦略総合特区における税制上の特例措置 (内閣府―新規要望)

・投資税額控除、特別償却制度、事業の課税所得控除制度の創設
① 実施計画に記載された事業を実施しようとする者が、当該事業の用に供する機械、装置、
建物等を取得等した場合、取得価額の一定割合に相当する額を、事業の用に供した事業年度
の法人税額から控除。

② 実施計画に記載された事業を実施しようとする者が、当該事業の用に供する機械、装置、
建物等を取得等した場合、事業の用に供した事業年度の減価償却限度額は、取得価額の一定
割合に相当する額と普通償却限度額の合計額とする。
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③ 実施計画に記載された事業を実施する者が、特区内において行われる事業により生じた当該
事業年度の課税所得の一定割合に相当する額を損金に算入。

※①～③については、事業者の判断により、いずれか1つの選択制とする。

・研究開発に係る特例措置の創設
④ 実施計画に記載された事業を実施する者が、当該事業に係る研究開発を実施した場合の当該
費用に係る控除の限度額について、特例措置を創設。

(1)国際戦略総合特区及び地域活性化総合特区における税制上の特例措置 (内閣府―新親喜望〕

・地域戦略推進を担う事業者に対する出資についての所得控除制度創設
① 実施計画に記載された事業を実施しようとする者について、個人投資家が当該事業者に出資
した場合に、当該投資家の投資年度の総所得から一定額を控除。

・公益的な事業の用に供する不動産豊配に係る登録免許税の減免
② 実施計画に記載された事業でかつ公益的なものを実施しようとする者が、当該事業の用に供
する不動産を取得した場合に、当該不動産の保存登記及び移転登記に係る登録免許税を軽減。



「新成長戦略」(H22618閣議決定)に基づき創設を予定している「総合特区制度」については、制度設計を行うため、規制の特例
措置や税制・財政・金融上の支援措置等について、平成22年 7月 20日 (火 )から平成22年 9月 21日 (火 )まで、新たな提案 (アイ
デア)の募集を実施いたしました。
その結果、延べ278団体より計450件の提案について提出がありました。
提案団体ごとの内訳は以下の通りです。

地方公共団体からの提案 延べ 152団体 32フ 件
企業・団体等からの提案 延べ 126団体 145件

また、92件が「国際戦略総合特区 (仮称)」、358件が「地域活性化総合特区 (仮称 )」に係る提案でした。
それぞれの提案に、規制の特例措置、税制・財政・金融上の支援措置についての提案が含まれておりますが、その内訳は以
下の通りです。

措置の種類 提案件数

規制の特例措置 2, 004件

税制上の支援措置 1, 085件

財政上の支援措置 1, 677件

金融上の支援措置 354件

その他の支援措置 538件

※今回の募集は、制度創設を行う上での新たなアイデアを募集するものであり、今後の指定、認定等の措置に直結するもので
はありません。
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規制・制度改革の類型 :規制の緩和、政省令への委任、権限委譲 など

各省折衝

規制・

制度改革の

提案件数
2.004{牛

ライフイノベーション

約420イ牛

アジア経済戦略・科学・技術

約3001牛

グリーンイノベーション

約300イ牛

観光立国・農業

約460イ牛・経済界

提言

・海外の

先進的な

事例、国

際スタン

その他

約600イ牛

成長戦略推進の
ため、優先的に

検討に着手する
べき事項

日本を元気にする規制改革¬00

※重複あり

地域限定が必要なもの



第 2章 新たな成長戦略の基本方針 ―経済・財政 。社会保障の一体的建て直し―
庭 物

―

職断基準

(il)「選択と集中」基準

(制度・政策一体基準)

制度改革と一体的に実施することで相乗的な効果が期待される政策 。事業を重視する。特に、潜在的な需要を抑えているルールを変
更すること (規制 。制度の改革、総合特区の創設等)は極めて重要である。その際、これと一体的に行うことが必要となる事後チェッ
ク体制の強化、安企性の確保のための体制強化、弱い立場の人々への対応、個人情報の保護の強化等に十分配慮する。

第 3章 フつの戦略分野の基本方針と目標とする成果
フ″ンティアD聞拓■こよる成長
(4)観光立国・地域活性1ヒ戦略
～地域資源の活用

=こ
よ引 ″ 帯物 電 薔 、成長の牽弓1役とιての大夕市の層整～

【2020年までの目標】

『地域資源を最大限活用し地域力を向上』
『大都市圏の空港、港湾、道路等のインフラの戦略的重点投資』

(地域政策の方向転換 )

この 10年間、大都市への人口集中が進む一方で、地方の中心市街地はシャッター通りと化し、地域経済の地盤沈下が著しい。このよ
うな地方都市の状況は結果として国全体の成長のマイナス要因となってきた。地方都市が空洞化 した背景には、これまでの国の地域振
興策が、「選択と集中」の視点に欠け、ハコモノ偏重で、地方の個性を伸ばし自立を促してこなかったことに他ならない。一方で、地方
にはその土地固有の歴史と文化 。芸術がある。例えば、フランスで最も住みやすい街として知られるナント市が、かつての産業・工業
都市から歴史遺産の「文化」と「芸術」により都市の再生を果たしたように、これからの国の地域振興策は、PO等の「新しい公共」
との連携の下で、特区制度等の活用により、地方の「創造力」と「文化力」の芽を育てる施策に転換しなければならない。
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(大都市の再生)

大都市は、これまでは国の成長の牽引役としての役害1を果たしてきたが、ソウル、シンガポール、上海、天津等の他のアジア都市は
国を挙げて競争力向上のための取組を推進しており、国としての国際的、広域的視点を踏まえた都市戦略がなければ、少子高齢化もあ
いまって東京でさえ活力が失われ、国の成長の足を引っ張ることになりかねない。
このため、成長の足がかりとなる、投資効果の高い大都市圏の空港、港湾、道路等の真に必要なインフラの重点投資と魅力向上のため
の拠点整備を戦略的に進め、世界、アジアのヒト。モノの交流の拠点を目指す必要がある。この整備に当たっては、厳しい財政事情の

中で、特区制度、PFI、 PPP等の積極的な活用により、民間の知恵と資金を積極的に活用する。

《21世紀の日本の復活に向けた21の目家戦略プロジェクト》
フ″ンティアの梅 ■こよるノ妄
″ 観光立」・彫屁層を/3/_琺″る国家戦略プロジェクト .

1.「総合特区制度Jの創設と徹底したオープンスカイの推進等

地域の責任ある戦略、民間の知恵と資金、国の施策の「選択と集中」の観点を最大限活かす 「総合特区制度」を創設する。具体的に
は、①我が国全体の成長を牽引し、国際レベルでの競争優位性を持ちうる大都市等の特定地域を対象とする「国際戦略総合特区 (仮称)」
を設け、我が国経済の成長エンジンとなる産業や外資系企業等の集積を促進するため、必要な規制の特例措置及び税制 。財政 。金融上
の支援措置等を総合的に盛り込む。その際、法人税等の措置についても検討を行う。また、②全国で展開する「地域活性化総合特区 (仮
称)」 では、地域の知恵と工夫を最大限活かす規制の特例措置及び税制・財政・金融上の支援措置等、「新しい公共」との連携を含めた
政策パッケージを講じる。

これら総合特区制度の創設により、拠点形成による国際競争力等の向上、地域資源を最大限活用した地域力の向上が期待される。
また、アジア・世界からのヒト・モノ・カネの流れ倍増を日指し、羽田の「24時間国際拠点空港化」、首都圏空港を含めた徹底した
オープンスカイを進めるとともに、港湾の「選択と集中」を進め、民間の知恵と資金を活用した港湾経営の実現等を図る。



Ⅳ 観光・地域活性化戦略 ～地域資源の活用による地方都市再生、成長の牽引役としての大都市の再生～

早期実施事項
(2010年度に実施する事項)

2.地域政策の方向転換      :
(1)地方の「創造力」と「文化力」の芽を育てる施策

3.社会資本の戦略的な新設・

※ 施設の所有権を移転せず、民間事業者にインフ
ラの事業運営や開発に関する権利を長期間にわ
たつて付与する方式。

拠点形成による
国際競争力等の向上

『国際戦略総合特区(仮称 )」 指定された「国際戦略総合特区 (仮称 )」 に必要な規制の特例措置及び税制。財政。金融上
の支援措置等の実施

「国際戦略総合特区(仮称)」の理念の周知徹底、提案募集及び指定(国際競争力を発揮
する戦略的区域に限定)

市の成長戦略の策定、大都市のイ
ンフラ整備のマスタープランとなる「大都

最大5～8兆円の民間
投資を実現

「大都市圏戦略基本法 (仮称 )」の施行

民間都市開発プロジェクトに係る規制
緩和・金融措置等(法案提出)

民間都市開発プロジェクトに係る規制緩和・

金融措置等 (立上げ支援)     .

2011年度に
実施すべき事項

2013年度までに
実施すべき事項

・地域再生等に係る利用促進
。独法資産の実態把握に基づく見直しによる有効活用、国庫納付等の推進

2020年までに
実現すべき成果目標

:

:

:

||

(仮称 )」に必要な規制の特例措置及び税制・財政・金融上 ¬
]L

指定された「地域活性化総合特区
地域資源を最大限活用
した地域力の向上

の更機績置琴の案施 J:ア

建設企業の転業・菫

峨 底、麟 馨 及び擬 栓 国饉 開し、
¬ |

日

:

意欲を有する建設企業

(2)「地域主権」型社会の構築     l l

l

(1万社)の転業・事業転換

「緑の分権静菫 1の推准

: :

定住自立圏の形成促進 地域主権戦略の一環として課題の整理と解決

離島・過疎地域等の条件不利地域の
自立・活件化のす標

l :

社会資本ストックの効率
的、戦略的な新設・維持
管理の実現

2010年～ 2020年OPFIの
事業規模 :少なくとも約10兆

円以上

(P日法施行から2009年末までの
事業規模累計約4.7兆円の少なく
とも2倍以上の拡大)

公物管理の民間開放、公務員の民間
への出向の円滑化、民間資金導入の
制度整備等PPP・ PFIの更なる活用促
へ向けた諸施策の実施

公共施設整備を行う際、まずPF:手法
で整備することを検討する制度の導入
に向けた検討

コンセツシヨン万
=(※
)の導人手に

係るP日 (民間資金等活用事業)制

国及び地方自治体における社会資本
の維持管理、更新投資等マネジメント国及び地方自治体において今後見込ま

れる社会資本の更新需要の洗い出し

・河川空間のオープン化等

地域や社会のニーズに対応した国有財産。独立行政法人保有資産の有効活用等
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Ⅵ 雇用・人材戦略 ～「新しい公共」―支えあいと活気のある社会の構築～①

早期実施事項
(2010年度に実施する事項)

1.官が独占していた領城を公に開き、ともに支えЬう仕組みを構築
:

(1)「新しい公共」円卓会議からの提案に対する対応の実現

l   .

(2)マルチステークホルダーからなる「社会的責任:こ関する円卓会議」を通じた協働

:

:

:

:

l

(3)事前チェック型から事後チェック中心の行政への移行(認定NPO法人の認定基準における仮謝掟の導入等)
l                l

(4)社会イノベ…ションを促進するための必要な規
掏
改革及び公的支援等を一体として実施す

卜
地域活性4ヒ総合特区等の検討

l

(5)現場対話とインターネット活用等による「熟議」
卜
通じた政策形成メカニズムの導入

:

:

l

:

:

:

2011年度に
実施すべき事項

2013年度までに
実施すべき事項

20204までに
実現すべき成果日標

「新しい公共」への参加

割合の拡大

26%(2010年)→約5割

(注)平成21年度国民生活
選好度調査による

・夏に会議を設置し、12月 までに政府の対
応をフォローアップ、結果を踏まえて提案
・政府と市民セクター等との公契約や協約の
在り方等を議論

・「新しい公共」円卓会議提案の着実な実現
・民間提案型の業務委託、市民参加型の公共事業の導入

・平成23年春頃までに「安全・安心で持続可能な未来に向けた協働戦略」を策定し、実行
・平成22～23年度にかけて消費者・市民教育モデル事業・地域円卓会議のモデル開催

・具体的に制度設計し、平成23年度税制改正において実現
・公益法人の認定等について、平成22年度以降の申請について、原則として認定等までの期間を4ヶ月以内に
迅速化

広く提案募集を行い、検討の場を設けて新た
な法制化を含む具体的な制度設計を推進

具体的内容及び実施地域等を決定

「熟議」に基づく政策形成を先行的に実施
するとともに、市町村等の取組も支援

先行事例により得られた知見を踏まえ、「熟議」に基づく政策形成を政府内で
浸透させるとともに、引き続き支援



「円高・デフレ対応のための緊急総合経済対策～新成長戦略実現に向けたステップ2～ J

(平成22年 10月 8日 閣議決定)(抄)

5.規制・制度改革

財源を使わ″ 景気対策 とιζ 灰

―

を艇 ナる政策ツールとιζ 規制 。け を効 だ推進ナ多。ご
のため、身貯事項をオ完に実″ιていくとともに、グノーン・イノベーショス /~イア・イノベーショス 溜夕を″″、ア
ジス幽済戦晟 奇 駕 物 7つの枷 %輝 豹 %=こ新たな取組″

"。
その魚 規制。制愛蛍事の″″な″ごの上で必要と

なる興境輔
=こ
十分配慮する.

<具体的な措置>
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「総合特区制度」に係る自治体や民間からの

提案を踏まえt優先的に検討に着手するべき

規制・制度改革について

内閣官房

地域活性化統合事務局
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.グ リーン・イノベーションによる環境・エネルギー大国戦略

(1)環境 。エネルギー関連産業の国際競争力の強化のための拠′点

形成

○総合特区に関する地域の提案の概要 (関連提案 :51件 )
今後、成長著しい新興国を始めとして各国で地球温暖化や資源・エ

ネルギー制約等への対応が必要となり、環境 。エネルギー技術の需要

が高まると想定される。我が国は、公害や石油危機といつた課題を克

月艮する中で築き上げてきた世界トップレベルの環境・エネルギー技術

を有しており、この分野における我が国の強みを生かして、関連技術 ,

システムの開発及び関連産業の育成を進め、国際競争力を更に強化し

ていくべきである。

具体的には、モデル事業や所要の規制 。制度改革等を通じ、新技術

や新システムの導入に伴う課題を抽出し、解決を図るとともに、研究・

開発・生産の拠点を集積させ、個別技術の開発のみならず、複数の技

術等の有機的連携を促す。また、利用促進策の集中等により、次世代

技術が実用化された都市を構築し、これをモデル都市として、内外ヘ

の普及展開を図る。

例えば、次世代自動車産業については、充電設備等のインフラ整備

や課金制度のあり方等の課題解決を図るとともに、技術・システムの

検証、確立を目指す。

これらを通じ、環境・エネルギー関連産業の国際競争力の強化と、

低炭素型社会の同時達成を目指す。

○優先的に検討に着手するべき規制 。制度改革

①電気自動車の充電に係る課金方法の整備

現状では、電気自動車への充電事業について明確なルールが示され

ていないが、今後の電気自動車の普及等を勘案し、充電設備の電気使

用量に応じた課金 (従量課金)が実施できるよう明確化を図る。【経済

産業省】
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②道路の占用許可基準の緩和

道路占用の許可基準について、「道路の敷地外に余地がないためやむ

をえないもの」を適用除外するとともに、道路法及び施行令に限定列

挙されている占用物件に「電気自動車の充電設備」等を追加する。【国

土交通省】

③周波数の割当てに係る特例

プローブ情報を活用したグリーンITS関係の社会実験を可能とす
る、周波数インフラの優先配分を行う。【総務省】

④燃料電池自動車・水素ステーション設置に係る環境整備

水素ステーションに係る具体的な仕様等を示す「例示基準」を作成

することにより運用基準を明確化するなど、水素ステーション設置促

進のための環境の整備を行う。また、総合特区内において、水素の貯

蔵等を行う水素ステーションの立地に関する建築基準法上の規制を緩

和し、水素ステーションの設置の促進を図る。【経済産業省 。国土交通

省】

⑤太陽光発電の設置等に伴う電気主任技術者の選任に係る規模要件の

緩和

20kW未満の太陽光・風力発電設備、10kW未満の水力・火力・燃料電

池発電設備は、一般用電気工作物とされているが、それ以上のものは、

事業用電気工作物とされ、電気主任技術者の選任が義務付けられてい

る。今後の太陽光発電設備等の更なる普及を勘案し、安全の確保を前

提とした上で、規模要件等を緩和する。【経済産業省】

⑥太陽光発電設備等に係る建築基準確認申請の不要化

4mを超える太陽光発電設備の架台の構造基準について、電気事業
法令で必要な安全措置が講じられていることを条件に、建築基準法の

工作物の対象から除外する。【国土交通省】
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⑦低炭素化に資する設備・建物を導入した場合の容積率緩和

建築物に、高効率ヒートポンプ、蓄熱システム、燃料電池、未利用

エネルギー活用等、大幅にC02の削減が可能となる高効率設備を導入

するインセンティブとして、これら設備を導入した場合に容積率を緩

和する特例措置を講ずる。【国土交通省】

(2)地域 をエネルギー供給源 とすることによる再生

○総合特区に関する地域の提案の概要 (関連提案 :60件 )
各地域に賦存する太陽光、風力、本質や畜産などのバイオマス、水

力、地熱などの特長ある再生可能なエネルギー資源のポテンシャルを

活かし、これらの資源を地域産業や交通システム等に活用することで、

エネルギーの地産地消、地域内での資源循環等を推進し、地域経済の

活性化を実現し、地域の再生を図る。

例えば、太陽光発電、風力発電等を一定程度備えた低炭素型都市・

地域において、新たなエネルギーネットワークシステムを構築するた

めの先駆的モデル事業を実施し、新技術や製品。システムの開発、早

期実用化を通じて、地域の産業や雇用を創出する。

工場、事業所、戸建住宅、集合住宅等における太陽光発電の導入を

積極的に推進するとともに、小水力発電の導入を図る。これら太陽光、

水力等の地域にあるエネルギー資源を活用することで、コミュニティ

ビジネスとしての展開を図る。

○優先的に検討に着手するべき規制 。制度改革

①木質バイオマス等の一般廃棄物・産業廃棄物の適用除外

エネルギー利用を目的とする木質バイオマス等を、一般廃棄物・産

業廃棄物の適用除外とする。【環境省】

②太陽光発電の設置等に伴う電気主任技術者の選任に係る規模要件の

緩和 (再掲)
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③小水力発電の設置に伴うダム水路主任技術者選任の緩和

ダム水路主任技術者の選任について、既に外部委託が認められてい

る電気主任技術者と同様に外部委託を可能とする。委託先としては、

水力発電事業を行っている地方公営企業や電力会社、水力発電所の電

気保安業務の受託実績がある団体等が考えられる。【経済産業省】

④太陽光発電設備等に係る建築基準確認申請の不要化 (再掲)

⑤他の水利使用に従属する小水力発電の許可申請の不要化

小水力発電を設置する際の流水の占用の許可について、許可済の他

の水利使用に従属し、河川流量に新たな影響を及ぼさない場合には、

事前許可制に係らしめる必要性に乏しいことから、小水力発電の積極

的かつ円滑な導入を図るべく、届出制へと緩和する。【国土交通省】

⑥海岸保全区域又は港湾区域内における再生可能エネルギー設備設置

に係る許可基準の明確化

海岸保全区域又は港湾区域における工作物の設置については、許可

基準が明確でないことから、許可基準を明確化する等により、再生可

能エネルギー発電・利用設備を設置可能とする。【国土交通省】

⑦低炭素化に資する設備。建物を導入した場合の容積率緩和 (再掲)

(3)国家戦略 としての資源 リサイクル

○総合特区に関する地域の提案の概要 (関連提案 :31件 )
産業の源となる資源に乏しい日本では、アジア地域の経済発展に伴

う資源の国際需給の逼迫、国際価格の高騰を背景に、安定確保のため

の国家戦略の一つとして、資源リサイクルの推進を重要な柱とするこ

とが必要。一方で、リサイクル可能なものであっても、排出時の判断

や分別収集方法により、焼却、埋立処分に回され、希少資源の消失、

C02の排出増を招いている。

このため、リサイクル推進の観点から規制を見直し、例えば、プラ
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スチックのリサイクルについて必要な制度の見直しを行い、焼却から

再生へと転換させ、プラスチック由来のC02排出量を抑制するととも

に、世界最先端の化石系廃棄物再生技術・システムを構築する。

農林水産分野では、畜産バイオマスや木質系バイオマスなどのポテ

ンシャルを活かし、資源循環型のシステムを構築する。

○優先的に検討に着手するべき規制 。制度改革

①容器包装以外のプラスチックのリサイクルのために必要な制度改革

(都市油田特区)

容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律第 2条

第 6項の「分別基準適合物」の規定について、容器包装プラスチック

と製品プラスチックの混合状態でも収集を行い、それぞれの比率に応

じた事業者と市町村の応分の費用負担によリリサイクルすることがで

きるよう措置を行う。(現行制度において、混合収集物については容器

包装プラスチックも市町村の負担で処理することとなつている。)【経

済産業省・環境省】

②木質バイオマス等の一般廃棄物・産業廃棄物の適用除外 (再掲)

③メタン発酵消化液や堆肥の肥料取締法上の規制緩和

家畜ふん尿をメタン発酵させた際に生じる消化液を液肥や堆肥とし

て流通する際は、肥料取締法において普通肥料 (農林水産大臣登録)

となる。植物の生育等に有害な成分を含む可能性がないものについて

は、メタン発酵させた家畜ふん尿についても通常の家畜ふん尿の堆肥

と同様に特殊肥料 (都道府県知事への届出)と して扱えるようにする。

【農林水産省】
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2.ライフ・イノベーションによる健康大国戦略

(1)今後の経済成長の柱 となる医療関連産業の国際競争拠点形成

○総合特区に関する地域の提案の概要 (関連提案 :52件 )
ライフサイエンス分野は、高度な知識集約型産業分野であり、再生

医療やがん治療等の先端医療、革新的な新医薬品、医療機器の開発等

大きなイノベーションによる飛躍的な成長が期待できる分野である。

このように、産業構造転換の柱として期待される医療関連産業であ

るが、海外との熾烈な競争、規制に伴う課題等を抱えているのも事実

であり、こうした課題を克服した上で、最先端の医療技術、研究開発

能力、医療関係人材の質の高さ等、我が国の強みをフルに活かし、革

新的な医薬品 。医療機器 。先端医療を創出するための環境を整備する

ことにより、国際競争力を強化し、我が国経済成長のエンジンとして

いくことが必要である。

(ドラッグ ,ラ グ、デバイス・ラグ問題の抜本的な解消)

その前提として、欧米主要国で販売されている医薬品、医療機器が

我が国に上市されるまでに時間がかかる、いわゆる「ドラッグ・ラグ、

デバイス・ラグ問題」の解消が必要である。これまでも同問題の解消

に向けて様々な取組が行われてきたところであるが、例えば、国内医

薬品、医療機器製造企業が画期的な新医薬品。医療機器を開発しても、

審査など上市に至るまでのプロセスに多大な時間とコストを要するこ

とで、国内における開発意欲を喪失してしまう=我が国市場の魅力の

低下による「日本離れ」の恐れがあるばかりか、海外の最新医薬品、

医療機器へのアクセスが遅れ、国民が迅速に最高水準の医療を受ける

ことへの障壁となることから、この解消は急務となっている。

そのため、国内で開発された医薬品、医療機器が、いち早く上市で

きるように審査体制の強化、すなわち、独立行政法人医薬品医療機器

総合機構の審査員の増員のほか、総合特区内への支所の設置も含め、

承認審査や開発段階からの事前相談体制の強化、更なるスピー ドアッ
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プなどを図つていく必要がある。

さらに、欧米など諸外国で承認されている世界標準の国内未承認医

薬品、医療機器等の試験的使用のほか、保険外併用療養費制度の柔軟

化など、重篤な疾病等を抱える患者とそれに向き合う医療現場の切実

な要望に一刻も早く応え、救える命を可能な限り救う体制を整備して

いく必要がある。

(革新的な医薬品、医療機器、再生医療等の先端医療の創出)

安全性が高く優れた日本発の革新的な医薬品、医療機器、再生医療

等の先端医療の研究開発を推進するため、安全と安心を確保しつつ、

必要な規制の見直しを進めるとともに、研究開発から実用化までのイ

ンキュベー ト機能や情報発信機能を備えた国際競争拠点を形成し、世

界最先端の医療拠点として、世界に先駆けて医薬品、医療機器、先端

医療の開発、実証、提供を行う。また、大学、医療機関、研究機関、

医薬品、医療機器製造企業等が集積・連携し、研究開発や人材育成、

参入促進といった取組を推進する。

そのためには、特に、中核的な医療機関を核とした先端医療の臨床

研究の促進を図り、科学力の粋を結集したヒト幹細胞を用いた再生医

療の実用化や、医工連携の下、シーズとニーズの的確かつ実践的なマ

ッチングによる日本の誇るものづくり技術を活用した医療機器の開発、

イメージング技術等を活用した革新的創薬による有効かつ安全 。安心

な新薬の開発期間短縮及び効率化等を推進してくことが必要である。

併せて、医薬品、医療機器の審査の迅速化に加え、これらの開発に

必須である治験について、「高コス ト・スピー ドの遅さ」により多くの

企業がこれまで国内の治験を断念し、諸外国にて行ってきた現状を踏

まえ、総合特区内において迅速な治験の実施体制を整備する必要があ

る。

これらの取組により、医薬品、医療機器製造企業等の投資を国内に

向け、海外の医療人材の育成等とセットにした医薬品 。医療機器の海

外展開促進を目指す「メディカルクラスター」を形成し、利用者のニ

ーズに応じた質の高い医療・介護サービスを効率的に提供する体制を

整備するとともに、国内外から患者、高度な医療機関、医療関係者を
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、引きつけ、医薬品産業、医療機器産業の国際競争力をさらに強化し、

我が国経済成長の一翼を担っていく。

(国際連携の強化による医療水準の底上げとアジア等海外への展開)

上記の取組に当たつては、高度医療関係人材など外国人人材の積極

的な誘致によリイノベーションを促進し、革新的な医薬品、医療機器、

先端医療を創出することが求められる。

また、これらの成果を活用して、外国人医師をはじめ、海外の医療

関係人材を対象として、最新・高度な医療機器の適切な操作方法を習

得できる体制を整備するなど、急成長するアジアをはじめとする海外

医療市場を取り込み、我が国の関係産業の発展と医療水準の底上げを

図つていく。

この際、行政は、国際医療交流の拠点作りに向けた取組を行うとと

もに、民間の活動や投資の促進を図るため、進出事業者や医療関係者

のネットワーク構築等の支援を行い、民間は拠点づくりのプレーヤー

として、自ら積極的に参画することも必要である。

○優先的に検討に着手するべき規制・制度改革

i)ド ラッグ・ラグ、デバイス・ラグ問題の抜本的な解消

①PMDAが 採用した民間経験者に対する承認審査、事前相談への従事
制限の緩和

民間経験者を独立行政法人医薬品医療機器総合機構 (PMDA)に
採用し、当該経験者が支所で承認審査、事前相談に従事する場合にお

ける就業制限を緩和する。【厚生労働省】

②新医薬品に対するGMP適合性調査権限の移譲
新医薬品に関する一定期間経過後のGMP(医 薬品の製造管理及び
品質管理基準)適合性調査については、通常、PMDA(医 薬品医療
機器総合機構)が実施しているが、当該権限を総合特区の実施主体に

移譲し、迅速な調査を実施し、医薬品を製造しやすい環境を整備する。

【厚生労働省】
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③国内では未承認の医薬品。医療機器に関する試験的使用の容認

米国、EUと いった主要先進国で承認を受けて実績を有するものの、
国内では未承認となっている医薬品 。医療機器について、一定の要件

の下、必要とされる患者への試験的使用を認める。【厚生労働省】

④保険外併用療養費制度の柔軟化

保険診療と保険外診療の併用が認められる保険外併用療養費制度に

ついて、一定の要件の下、総合特区内に設置したコンツーシアムが高

度医療評価の実施を行い、厚生労働大臣に対しては事後届出制を導入

すること等によって、制度の柔軟化、迅速な運用を図り、高度医療、

先進医療の発展を加速化する。【厚生労働省】

⑤コンパッショネートユース (人道的使用)の検討、特区における先行
試験的実施

コンパッショネートユース (人道的使用)について検討に着手し、
総合特区において先行試験的に実施する。【厚生労働省】

五)革新的な医薬品、医療機器、再生医療等の先端医療の創出

<シーズのマッチングに必要な臨床研究の推進>

⑥ヒト幹細胞を用いた臨床研究を迅速に実施するための特例 (手続の簡

素化)

再生医療の鍵を握るヒト幹細胞を用いた臨床研究に関しては、通常、

厚生労働大臣の意見を聴取した上で実施することとされているが、総

合特区内に設けたコンソーシアムがその安全性、有効性等を確認した

上で実施を許可し、厚生労働大臣には事後届出とすることで、迅速な

臨床研究を推進する。【厚生労働省】

⑦臨床研究に係る病床規制特例 (特例措置の適用 。手続の簡素化)

臨床研究の推進に必要な病床については、特例病床として、医療法

に基づく病床規制における病床数の上限値を超えた設置を許容する。

また、特例病床の設置許可に当たっては、通常、厚生労働大臣の事
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前協議 。同意が必要とされているが、総合特区においては、事後承認

を導入するなど、手続きを簡略化することで必要な病床数を迅速に確

保し、臨床研究を推進する。【厚生労働省】

③新規医療機器の臨床研究を促進するための医師。企業連携による臨床

研究の容認

新規の医療機器については、通常、医師自らの開発・主導の下での

臨床研究は認められているが、総合特区内においては、産学連携によ

り開発した新規の医療機器について、医師・企業共同で臨床研究を可

能とすることで、速やかに製品化に向けた治験へと結び付け、医工連

携による医療シーズとニーズのマッチング、新規医療機器の開発を加

速化する。【厚生労働省】

⑨サージカル トレーニングの導入

新医療機器等開発、手技向上のためのサージカルトレーニングを導

入する。【厚生労働省】

<安全性 。有効性を確認するための治験の推進>

⑩重′点疾患・分野に関する迅速な治験の実施

総合特区において、重点疾患・分野に関する臨床研究コンソーシア

ム (wG)を形成し、医療機関の枠を超えた治験審査委員会の設置、
治験開始手続きの緩和等など、安全性・有効性に関する評価の柔軟化・

迅速化により、、速やかな治験を実施する。【厚生労働省】

⑪治験中における新規医療機器の仕様変更

新規の医療機器の治験中、医療現場の声を踏まえ、当該機器の品質・

性能向上のための仕様変更、改良を一定の要件の下で可能とすること

で、これまでの治験データを活用し、迅速な機器の開発を促進する。

【厚生労働省】

⑫治験に係る病床規制特例 (手続の簡素化)

治験等に必要な特例病床の設置許可に当たっては、通常、厚生労働
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大臣の事前協議 ,同意が必要とされているが、総合特区においては、

事後承認を導入するなど、手続きを簡略化することで必要な病床数を

迅速に確保し、治験等を推進する。【厚生労働省】

⑬医師個人を実施主体とする治験契約の容認

通常、医療機関を実施主体とする治験契約しか認められていないが、

総合特区において、第二者的なチェック機能の充実などを要件として、

医師個人を実施主体とする治験契約を認め、治験の実施を推進する。

【厚生労働省】

血)国際連携の強化による医療水準の底上げとアジア等海外への展開

⑭「医療滞在ビザ」飯称)の創設

海外の患者が日本の高度な医療を円滑に受けられるよう「医療滞在

ビザ」 (仮称)を創設するとともに、入院等の長期間の滞在を予定する

外国人患者に対する在留資格の明確化を行い、外国人患者の積極的受

入を実施する。【法務省・外務省】

⑮外国人医師の国内での診療に係る臨床修練制度の弾力化

日本の医師免許を有さない外国人医師の日本国内における診療に係

る臨床修練制度について、外国人医師による指導等も含め、制度の柔

軟化を図り、外国人医師が診療に従事しやすい体制を整備する。【厚生

労働省】

⑩外国人医師等の受入促進

ポイント制の導入により円滑な入国や安定的な在留を保障する等の

出入国管理上の優遇措置を講じ、外国人医師等の受け入れを促進する。

【法務省・厚生労働省】

①日本の医療関連免許を有する外国人医療従事者に対する在留期間の

見直し

現行では、日本の歯科医師免許を有する外国人歯科医師に対しては

6年以内、同じく看護師免許を有する看護師に対しては 7年以内とい
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った在留期間制限が課されているが、国内で働きやすいよう在留期間

を見直すことで、これらの外国人医療従事者の積極的な受入を後押し

する。【法務省・厚生労働省】

(2)医療・介護 。福祉が連携 して、人 口減少・高齢化社会に立ち

向か う持続可能な地域システムづ くり

○総合特区に関する地域の提案の概要 (関連提案 :41件 )
今後、2025年頃には、 65歳以上人口が全人口の30%超に達し、
また、いわゆる団塊世代が 75歳以上に突入する時代を迎え、地域活
力の低下、社会保障コストの増カロは避けられない。これらを回避する

ための中長期的な国家戦略に基づき、「先進施策の展示自治体」におい

て、財政的に持続可能な枠組みを構築した上で、公民連携を促進し、

地域の新しい公共による広範かつ力強い支えが可能となるための取組

を特区において実施することが必要。これにより、持続可能な地域医

療・介護・福祉を構築する。

(遠隔医療等による地域医療再生モデルの構築)

まず、医療面において、離島などの僻地でも適切な医療を提供する

ことで、医療過疎による限界集落化を防ぎ、人口流出の抑制、移住の

促進を図り、地域の活力の維持・向上を図るとともに、国土の保全や

環境の維持の一助とする。

また、離島や僻地の住民や高齢者など交通弱者といわれる人々に対

しても、中核病院と同じような診療が受けられることを目指し、地域

医療支援やメディカルツーリズム推進を視野に入れた「遠隔診断」「遠

隔治療」「遠隔保健指導」を先駆的に実施する「テレメディカルセンタ

ー」を整備するほか、医師や看護師など医療従事者の「養成」「確保」
「派遣」を行 う組織の新たな設置や、遠隔診療を行 う新たな施設の整

備を進める。また、大学病院の電子カルテと調剤薬局を連携する電子

処方せんシステムの開発も進める。

規制緩和などの特例措置を活かすことで、地域医療の崩壊を防ぐと
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ともに、産官学民が一丸となり、自立した持続可能な地域医療システ

ムを構築し、全国的課題である地域医療再生のモデルを構築する。

(健康寿命を長期化し、社会全体が健康に投資する地域システム作り)

また、健康管理の分野では、住民の健康作り活動を官民挙げて支援

し、住民の生活機能を維持することによって、高齢者の社会参加を促

し、住民が皆、幸福にカロ齢する社会を目指す。これにより、市民の健

康寿命期間の長期化を図り、社会・経済活力の低下を回避し、高齢者

の生活の質を上げるとともに、将来の医療費・介護費の低減を図る。

このため、行政のみではなく、民間セクター・住民も含めた社会全体

が健康に投資する環境を整備する。

具体的には、大学、健診事業者、健康保険組合、民間の健康サービ

ス事業者が共同で、医療・健診 。健康情報などを集約管理するデータ

ベースを構築し、個人の健康情報を一元管理し、健康増進施策の市民

全体の波及、取組へのインセンティブの確保等を通じ、地域を中核と

した総合的健康づくり施策を進める。

これらにより、社会全体に広がっていない健康増進施策の市民全体
への波及、健康増進による医療費削減のエビデンスを示す統計データ

の整備と、取組へのインセンティブの確保、民間も持続可能なビジネ

スモデルの確立等を進める。

また、EHR(Electronic Health Record)ネ ットワークシステム

の構築により、個人の健康情報を活用し、個人にあったオーダーメイ

ドのサービスを提供するビジネスの拡大を図る。

(「新しい公共」による新たな障がい者支援システム)

障がい者福祉においては、これまで福祉サービスの給付とその財政

負担ばかりが議論されてきた面もあるが、新しい発想によって、高い

品質 。価値を持つ政策、制度、取組を「新しい公共」 (地域の担い手)

が企画 。実践・管理し、持続可能な事業手法 。社会的な仕組みを構築

する。

可能な限り、福祉的就労から一般就労への機会をきめ細かく提供し、

扶助費に頼らず社会貢献し、自らの力で納税の出来る生活を実現する
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ため、障がい者の就労場所、支援機関を確保するための仕組全体を、

行政と地域の主体 (社会福祉法人、NPO、 ボランティア、大学、事

業者等)が連携した「新しい公共」により、管理 ,運営していく。

○優先的に検討に着手するべき規制 。制度改革

①分散保有されている医療・健康関係データの地域の機関への集約化

健康保険組合等の保有する医療費データ、事業者等の持つ健康診断

データ、医療機関の保有する診療録や電子カルテ等の個人情報につい

て、当該市民の健康状況や医療費の把握、医療費削減につながる各種

施策の効果把握のために必要な情報に限り、効果を検証する機関 (市

町村や大学等)に よる照会を可能とする。

もしくは、一定の条件 (匿名化等)の もとでは提供が可能である旨、

関係機関に周知を図る。【厚生労働省】

②離島・へき地の患者への遠隔診療、処方の実現
へき地や離島などで直接の対面診療を行うことが困難である場合や

これに準じる場合等、一定の条件下で遠隔診療が認められている。ヘ

き地や離島などに住む患者の利便性向上のため、この限定をさらに拡

大する。

また、処方せんにより調剤された薬斉」の授与に際し、薬剤師が対面

により行うことが必要とされているが、へき地や離島の患者の利便性

の向上を図るため、遠隔モニターによる服薬指導等を可能とする。【厚

生労働省】

③高齢者向けグループホーム、デイサービスヘの障がい者受入れ要件の

緩和

障がい者が、障害者自立支援法に基づく共同生活援助 (グループホ

ーム)を禾り用することが困難な場合に、介護保険法に基づく認知症対
応型共同生活介護 (グループホーム)の利用を定員の範囲内で可能と
し、基準該当生活援助として自立支援給付の対象とする。

また、障がい児 (者)を 自宅で介護する家族の負担を軽減するため、

指定通所介護事業所において障がい児 (者)の宿泊を可能とする。【厚
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生労働省】

④障がい者雇用に係る情報の「新しい公共」との共有 。一元化

障がい者の自立を促すために、障がい者雇用を行う事業者に対して、
「障がい者雇用関連サービスのワンストップ化」を行い、時間コスト・

事務コスト等を低減する。具体的には、障がい者の就労支援および斡

旋、仲介、フォローアップについて、NPO等の「新しい公共」にそ
の権限 。管理・責任等を一元化することを可能とする。【厚生労働省】

⑤自家用有償運送に係る権限委譲等

明らかに交通事業者の参入が困難な過疎地や中山間地域の高齢者や

障がい者のモビリティを確保すべく、NPO等が有償で自家用車を用
いて通院や買い物時の送迎等を実施する自家用有償運送制度について、

登録事務を自治体に委譲する。また、自家用有償運送制度の円滑な実

施に向けて、登録の際の要件となっている運営協議会の運営方法を改

善する。【国土交通省】

⑥介護保険事業計画における計画水準を超えた施設整備

介護保険法では、介護保険事業計画に定められた計画水準を超えて

新規施設を整備することができないが、計画水準を超えた施設整備を

認めることにより、介護関連施設の立地を促進することを可能とする。

【厚生労働省】
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3.アジア経済戦略

(1)日 本のアジア拠点化

(グ ローバル企業、高度人材、投資の呼び込み )

○総合特区に関する地域の提案の概要 (関連提案 :22件 )
成長著しい東アジアの諸都市は、国を挙げて競争力向上のための取

組を推進しており、国境を越えた企業 。人材・投資の獲得競争が激化

している。こうした状況の中で、我が国が引き続き成長していくため

には、アジアにおけるビジネスやイノベーションの拠点として、高付

加価値型の外国企業や研究機関等を積極的に誘致するとともに、グロ

ーバル人材の育成と高度人材等の受け入れを拡大していくことが不可

欠である。

外国企業等を呼び込むための環境整備として、ビジネスマッチング

の場を提供するなど、入居企業の経営支援や高度人材やその家族の生

活支援などきめ細かなサポー ト体制を整備する。

また、世界 トップレベルの優れた人材の受入基盤を整備し、これら

の高度人材を中心としたグローバルな人的ネットワークを形成すると

ともに、国内の研究者等の交流や共同研究の場を提供することで、グ

ローバル人材の育成を目指す。

加えて、土地の高度有効利用を図るとともに、見本市や国際会議な

ど大規模コンベンション機能を一層充実させ、観光の魅力も活かしな

がら、グローバルスタンダー ドの都市としての環境を整備する。

これらにより、日本の都市を、国際競争力のある都市としてのブラ

ンドを確立することで、グローバル企業、高度人材、投資を呼び込み、

日本の成長を牽引する拠り点として機能させる。

○優先的に検討に着手するべき規制・制度改革

①高度人材に対するポイント制を活用した優遇制度の導入

外国人研究者、経営者等の高度人材の受け入れを促進するための措

置として、ポイント制を活用し、円滑な入国や安定的な在留を保障す

-16-



る等の出入国管理上の優遇措置を講ずる。【法務省・厚生労働省】

②大学院教員の専攻の兼務

大学院設置基準第 9条第 2項においては、研究指導を行う教員は、

修士課程及び博士課程をそれぞれ「一個に限り」兼ねることができる

と規定されている。産学独の研究機関が連携し、最先端研究・インフ

ラを最大限活用した多様な研究指導を可能とするため、他の専攻を担

当している教員が当該専攻 (課程)においても、教育研究上支障を生じ

ない場合には、一定の要件の下、研究指導を行うことができるように

する。【文部科学省】

③立体道路制度の対象の拡充

現行の立体道路制度の適用は、新設道路、自動車専用道路に限られ

ているが、都市計画上の担保を条件にするなど、既存道路、一般道に

まで適用を拡充する。【国土交通省】

④工業地域等における用途規制の緩和

工業地域及び工業専用地域においては、原則として建築することの

できない宿泊施設等の建築物について、総合特区内においては立地に

関する制限を緩和する。【国土交通省】

⑤特別用途地区内における用途制限の緩和

総合特区においては、特別用途地区内における建築物の用途の制限

について、地方公共団体の裁量により緩和しやすくする。【国土交通省】

(2)先進的な産業・研究開発拠点の形成

○総合特区に関する地域の提案の概要 (関連提案 :41件 )
関連する産業分野が広範多岐にわたる裾野の広い産業や、技術波及

効果が大きく、産業連関効果を通じて、幅広く他産業の活性化にもつ

ながるような産業について、既存の企業立地や裾野を支える中小企業

の集積を活かし、企業立地競争力の強化や新規設備投資を促進するた
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めの規制緩和等を図るとともに、中小企業工場の集団化・共同化に向

けた環境を整備し、供給体制の構築を促進する。

また、国際競争力の源泉となる技術を生み出すイノベーション拠点

を構築し、研究開発機能の集積を活かしたオープン・イノベーション

を推進することにより、国際競争力の強化と新たな産業・雇用の創出

を図る。

具体的には、機関・分野を超えた産学官の連携する拠点を整備し、

最先端の研究施設・設備を用いた研究開発を効率的に実施する。その

ため、知財活動・情報の共有化・発信機能の強化、研究開発プロジェ

クト推進支援体制の整備、共用研究インフラの効率的な運営サポー ト

等の役割を担う新たなプラットフォームを構築する。また、最先端の

研究開発拠点による研究開発の実施や外国人研究者受入のための周辺

環境の整備を通じて国内外の優れた研究者を惹き付け、国際的な頭脳

循環の拠点とする。

○優先的に検討に着手するべき規制 。制度改革

①高度人材に対するポイント制を活用した優遇制度の導入 (再掲)

②工場の緑地面積規定の緩和

工場立地法における現行の緑地規制では、緑地の25%を超える部
分の屋上緑地、駐車場緑地等の面積は緑地に参入できないが、この規

制を緩和する。【経済産業省】

③工場等の高度化事業の市町村経由での実施

地域の中小企業の生産性や効率性向上を図るために工場等の集約化、

共同化を支援する高度化事業 (融資事業)において、総合特区計画と

協調して市町村が支援を行う場合は、現行で都道府県経由とされてい

るスキームを市町村経由でも可能とする。【経済産業省】

④国の補助金等により導入した研究設備 。備品の使用の緩和

国の補助金等により導入した研究設備・備品について、総合特区計

画の目的に合致する範囲であれば、所管省庁による個別の承認を不要
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とし、転用後の主体に関わらず、国庫納付を求めずに転用できるよう

にする。【財務省】

⑤補助金の効率的な執行の可能化

研究開発機能の集積によるメリットを生かし、補助金等を効率的に

活用するインセンティブを設けるため、国等から受けた補助金におい

て、事業者が事業目的を損なうことなく効率的に事業実施する場合に

は、効率化によつて生じた補助金分を事業者が使用することができる

ようにする。

また、一定の基準 (例えば、研究日数が一定程度を越えている等)

を満たしたものについては、繰越協議申請を自動承認にするなどの仕

組みを導入し、補助事業者の負担の軽減を図る。【財務省】

⑥小型モビリティの実用化に向けた検討

現行の自転車以上、軽自動車以下の領域をカバーし、環境負荷が低

く、近距離の移動に適した電動の小型モビリティの開発に向けて、利

活用において最適となる車両の仕様 (乗車定員、出力、最大積載量、

最高速度、車両のサイズ、安全レベル等)、 駐車空間、通行方法等の検

証を行うため、関係省庁、有識者及び地域の関係者からなる協議会に

おいて安全′性を確認し、地域で合意を得られた区域の公道において実

証走行することを可能とするよう検討する。【警察庁・国土交通省】

⑦大学院教員の専攻の兼務 (再掲)

(3)国際物流拠点等の国際競争力の強化

○総合特区に関する地域の提案の概要 (関連提案 :34件 )
アジアの荷動きの急拡大に伴い、各国の港湾が急成長する中、日本

の港湾の地位低下が著しい。この背景には、日本の主要港がコスト、

サービス競争で遅れをとり、日本発着貨物ですら釜山等アジアのハブ

港で大型船に積み替えて欧米に運ばれる割合が増えるとともに、アジ

アと欧米を結ぶ基幹航路の日本寄港回数が減ったことがある。この傾
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向が進めば、日本が世界の基幹航路から外れ、日本に立地する産業全

体が、物流コストやサービス水準で不利となり、国際競争力の低下、

海外流出が進むおそれがある。

このため、 日本の国際コンテナ港湾においても、さらなる「選択」
と貨物の「集中」により、ハブ機能の維持・強化を図る。具体的には、
「民」の視点で一元的。戦略的港湾経営を行なう港湾経営主体を設立

し、港湾コストを削減、サービスを向上させるとともに、日本各地が

ら国際コンテナ港湾に貨物を運ぶ内航海運等のコスト削減、サービス

向上や、後背地における荷主企業・物流企業の立地環境の改善を図る。

○優先的に検討に着手するべき規制 `制度改革

①埠頭株式会社が柔軟且つ効率的な経営を行うための規制緩和

特定外貿埠頭の公共的性格に配慮し国・港湾管理者による経営への

関与を担保するために設けられた規制を緩和する。 (規制の例 :(a)港

湾管理者による株式の保有義務 (b)港湾管理者による貸付に対する担

保提供義務 (c)事業計画及び収支予算の国土交通大臣への提出義務 (d)

外貿埠頭業務とその他業務との区分経理 (e)財産処分の制限等 (f)剰余

金の配当その他剰余金の処分、合併、分割、解散の決議の大臣認可)

【国土交通省】

②ふ頭内及び指定道路における45フ ィートコンテナの輸送実現

国際海上コンテナの規格に追加された 45ftコ ンテナについて、ふ頭

内及び指定道路に限定し、40ftコ ンテナと同様に輸送を可能とする。

【国土交通省】

③保税搬入原則の見直し

輸出通関申告については、関税法 67条の2により、保税地域に貨物

を搬入した後でなければ申告ができない。貨物を保税地域に搬入する

前に、輸出通関申告を行うことが可能になれば、リードタイムが短縮

され、物流コストが低減するため、我が国企業の輸出競争力確保のた

めにも諸外国並みに見直しを行う。【財務省】
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④埠頭貸付制度の対象拡大

バルク貨物を取り扱う埠頭の行政財産の貸付は、水深が14m以上
必要であること等の要件を満たす必要があるが、これを緩和し水深 1

2mの施設の貸付を可能にする。【国土交通省】
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観光立国・地域活性化戦略

(1)観光立国の推進

○総合特区に関する地域の提案の概要 (関連提案 :37件 )
海外誘客は、観光立国を推進する我が国経済の成長にとって非常に

重要な役割を果たすことが期待されている。我が国の伝統文化等に関

心を抱く欧米諸国や、急速な経済成長を遂げる中国をはじめとするア

ジア諸国から、消費額の大きい富裕層を含む多くの訪日外国人旅行者

を呼び込むことは、経済効果も高く、我が国の経済成長に大きく寄与

する。

また、我が国が本格的な少子高齢化社会を迎え、地方経済において

も新たな活性化アプローチが模索される中、内外の観光客を呼び込ん

での観光交流人口拡大と需要創出は、地域経済活性化の起爆材として、

地域から大きな期待を集めている。

このため、訪日外国人観光客の受入れ拡大に向けた体制整備を図る

とともに、洗練された食文化、長年受け継がれてきた伝統工芸、歴史

的建造物、四季を肌で感じ取れる美しい風景などの地域の観光資源を

活かして、個性豊かで魅力に富んだ観光地づくりを進める。

まず、訪日外国人旅行者の受入れ拡大に向けた体制整備にあたつて

は、外国語表示の徹底を図ることはもとより、現在業務独占資格とな

つている通訳案内士制度の見直しを行い、地域における外国語ガイ ド

の積極的な育成 。活用を進めることが重要であるほか、CIQの 円滑
な推進、空港・港湾等の受入体制の充実を図る。

また、携帯/車載端末等の情報機器 (ICT)や コールセンターを
活用した外国語による観光情報の提供を強化するとともに、宿泊施

設・観光施設における外国語での接遇向上を図り、言語バリアを感じ

させない体験交流プログラムを充実させる。国内外から多くの人々を

惹き付けるにあたつては、コンベンション (MICE)の誘致促進や、
医療と観光の連携によるメディカルツーリズムの推進等の取り組みも

重要である。

-22-



さらに、地域の観光資源を活かし、個性豊かで魅力ある観光地づく
′
りを進めるべく、地域の歴史・風土に培われ、伝統ある風情を伝える

町屋・古民家、街並み等の保全と宿泊施設等への積極活用を図るとと

もに、地域に根ざした伝統工芸や文化・歴史遺産、美しい自然環境は

もとより、先進的な産業技術、アニメに至るまで、地域の観光資源を

フルに活かして「着地型」観光を推進する。グリーンツーリズムや文

化観光、産業観光等のニューツーリズムの振興、滞在型観光地づくり

の推進、広域的な観光ルー トの充実等により、地域が多くの内外観光

客を惹き付ける魅力あるディスティネーションになるための取り組み

を進める。徹底したバリアフリー化により、高齢者 。障がい者も楽し

める観光地づくりも重要である。

伝統文化やコンテンツの知名度、好感度を十三分に活かし、その地

でしか体験できない魅力づくりを進めることによって、観光客の増加

が地域の魅力を一層向上させ、さらには、狭義の観光産業のみならず、

地域の多様な関連産業と連携して、地域資源をトータルに打ち出すこ

とにより、地域の自立と持続的発展に繋げる「観光振興によるプラス

の循環」を力強く創造していく。

○優先的に検討に着手するべき規制 。制度改革

①訪日外国人旅行者の受け入れ体制を整えるための、通訳案内士以外の

者による有償ガイ ドの実施

現行制度においては、国家資格である通訳案内士以外の者が有償で

ガイ ド業務を行うことが不可能であるが、よリー層増大する訪日外国

人旅行者に対応するべく、一定の資質管理等を行いながら、通訳案内

士以外にも有償ガイ ドを認めることを可能とすべく、通訳案内士法の

特例を設ける。【国土交通省】

②外航クルーズ船の外国人乗客に係る仮上陸許可の行動範囲の拡大

外航クルーズ船の外国人乗客に対する仮上陸許可につき、一日単位

で周遊可能な地域交通圏の拡大状況等を踏まえて、仮上陸許可で行動

可能な範囲をより広域に拡大する。【法務省】
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③旅行業法に係る総合特区内宿泊施設に対する特例

観光圏整備法によって設けられた、観光圏内の「宿泊業者が宿泊者

の旅行について旅行業者代理業を営むことができる」旨の特例を、新

たに総合特区内の宿泊業者に対して創設し、宿泊業者が宿泊観光客に

観光ツアーを企画、提供することを可能とする。【国土交通省】

④旅館業法に係る客室面積要件の適用除外 (田舎暮らし交流体験民宿)

地域に根ざした伝統工芸品の製造業者又は集落の活性化や空き屋利

用に取り組む NPO法人が、自宅の一部又は空き家を利用し、田舎暮ら

し交流体験の機会を提供すべく、小規模な民宿を開業する場合、簡易

宿所の客室面積の要件 (33ポ以上)を適用しない。【厚生労働省】

⑤町屋・古民家に関する旅館業法の規制緩和 (最低客室数及び玄関帳場

の設置義務等の緩和)

地域の歴史・風土に培われた風情ある町屋 。古民家に泊まつて、旅

行者に伝統文化を実体験してもらうことが出来るよう、町家・古民家

の宿泊施設活用の促進を図るため、旅館業許可に要する構造設備の基

準 (最低客室数、玄関帳場の設置義務等)を緩和する。【厚生労働省】

(2)農業・水産業分野の国際競争力のある成長産業化

○総合特区に関する地域の提案の概要 (関連提案 :31件 )
食料自給率の低迷 (21年供給熱量ベース41%)、 農業所得、農業
者や農地の減少、農村の活力低下等、農業、農村は厳しい状況におか

れている。

一方、我が国は、高い研究能力やカロエ技術力を有しているとともに、

食の安全性に関する高い意識が根付いている。

こうした中、世界の食料事情をみると、需要面と供給面で様々な不

安要因があるとともに、穀物等の生産や輸出は特定国に集中している。

また、食文化に共通点が多く、輸送距離が短い東アジアでは経済成長

に伴って消費の成熟化が進み、量の確保とともに、安全で美味しい食

品などへの需要の拡大が見込まれている。
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これまでも我が国は農林水産物の輸出対策を講じてきたところであ

るが、農業・水産業・食品産業を、我が国の国際戦略産業として位置

づけ、安全性とブランドカのある農水産物とそれらを原材料とする高

付加価値食品により、諸外国への輸出を拡大するような地域の取り組

みを支援していく必要がある。

このため、農地を有効に活用するとともに、多様な資金調達手段の

確保や意欲ある担い手の受入促進、大規模化や先進的な生産 。加工技

術の活用等の取組を促進する。

併せて、農水産業を含めた食に関する生産、加工、流通等に係る関

連産業の集積や連携の強化を図るとともに、産業界、大学、試験研究

機関、行政の「産学官」が連携した地域の強みを活かした取組を推進

する。

これにより、我が国の食料自給率向上や農水産物等の海外輸出の促

進に貢献し、農水産業を核に成長発展する地域づくりを図る。

○優先的に検討に着手するべき規制 。制度改革

①農業生産法人の要件 (資本、事業、役員)見直し

農業生産法人に対する出資制限を廃止し、装置産業である農業分野

におけるリスクマネーの供給を促進する。また、一般の株式会社に農

地所有を認めることにより、株式会社による農業参入及び農地への投

資を促進し、意欲ある多様な農業者の参入を促進する。【農林水産省】

②農業委員会の在り方の見直し

農地等の権利移動に係る許可をはじめ、農業委員会が行うとされて

いる事務を、農業委員会に代わり的確に実施することができる団体が

行えるものとする。【農林水産省】

③ 6次産業化、施設園芸推進のための施設整備に係る農地転用規制の緩

不日

6次産業化を推進するための施設等の設置に当たつては、農地転用

規制を緩和する。また、土壌に直接栽培しない形態の植物工場等の設

置に際しても、農地転用規制を緩和する。【農林水産省】
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④農地利用集積円滑化事業を行う団体の対象拡大

農用地等の所有者の委任を受けて、その者を代理して農用地等につ

いて売り渡し、貸付け等を行う農地利用集積円滑化事業について、市

町村、農業協同組合、一般社団法人 。一般財団法人以外であっても、

一定の条件を満たす者であれば、法人格を問わず行うことができるこ

ととする。【農林水産省】

⑤農地取得、賃借要件の緩和

現在農地の権利取得にかかる下限面積は、地域の実情に応じ農業委

員会の判断で引き下げられるようになっている (下限 10アール)が、
参入形態に応じて小さい面積でも農業がスタートできるよう、下限面

積の要件を緩和する。【農林水産省】

⑥共有農地に関する利用権設定の緩和

法改正により、数人の共有に係る土地にっいて、存続期間5年未満
の利用権を設定する場合には、 2分の1を超える共有持分を有するも
のの同意で可能とされたところであるが、施設園芸を行う場合等につ

いては、 10年以上の期間を設定できることとする。【農林水産省】

⑦農地利活用促進のための固定資産課税台帳の閲覧

農地に係る利用権等の設定に当たっては、農地所有者の同意を得る

ことが必要であるものの、不在村地主の増加や農地の相続等により、

農地所有者を特定することが困難となつている。このため、固定資産

課税台帳の閲覧を可能とすることにより、農地所有者の特定を行いや

すくする。【総務省】

(3)森林・林業の再生 と中山間地域の保全

○総合特区に関する地域の提案の概要 (関連提案 :18件 )
豊富な森林資源に恵まれ、地域全体の環境保全等にも寄与してきた

中山間及び山間地域の集落では高齢化・過疎化が顕著に進行しており、
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農地・森林の保全が厳しさを増している。林業については木材価格の

長期的低迷、林家の生産意欲の低下、林業従事者の高齢化とあいまっ

て林業後継者の不足が顕著になってきているほか、中山間地域の農業

は厳しい生産条件に加え、鳥獣による被害が増大し、生産者意欲の低

下が懸念されている。

これらの地域を持続可能でかつ活力のある地域とするためには、交

流人口や定住人口の増カロにつなげるとともに、豊かな地域資源を有効

に活用し、地域の高齢者をはじめ多くの人々の生産や活動の場の増J設

にもつながるような取組を推進することが必要である。

このため、国産材の利用の拡大等により、森林地域の有する資源を

活用するとともに、付加価値を高める取組等を支援することで、中山

間・山間地域の再生と活性化を図る。

また、森林の現況等諸条件を正確に把握し、森林所有境界の明確化、

森林施業地の集約化等を計画的に進め、森林整備を推進するとともに、

施業の進まない森林に対するセーフティネット構築の取組を推進する。

さらに、間伐材や端材等を活用した高付力日価値新素材の開発や未利用

本質バイオマスの積極的な利用促進策を講じる。加えて、鳥獣被害の

減少による安心して暮らし。生産を続けられる環境を整備するととも

に、二地域居住の推進等による交流人口、定住人口の拡大を進める。

○優先的に検討に着手するべき規制 。制度改革

①所有者不明の森林を公的に整備する制度の創設 (公的主体による暫定

的整備を可能とする)

集約化施業の推進に当たっては、流域内の森林所有者の合意のもと

に整備を進めることが重要であるが、立地条件の悪い森林や所有者不

明により通常では整備がきわめて困難な森林が存在する。このような

森林については、市町村等公的な主体が暫定的に管理する手法が必要。

このため、森林整備がきわめて困難な森林について、公的な主体が暫

定的に管理できる権限を与え、森林経営計画 (仮称)に組み入れるとと

もに、同計画に基づき、所有者に代わつて森林整備を実施できること

とする。【農林水産省】
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②所有者不明の森林に対する分収育林契約締結事務の簡略化

市町村森林整備計画に定める「要間伐森林」のうち、相続等が行わ

れていないため所有者が不明となっている森林について、分収育林契

約締結事務を簡略化し、病害虫の発生防止や、水源の涵養など公益的

機能の保持に取り組むことができるものとする。【農林水産省】

③森林施業集約化の促進のための固定資産課税台帳の閲覧

相続等により森林所有者の特定は困難となつており、地権者が不明

で全く手を出すことができない森林が存在している。このため、固定

資産課税台帳の閲覧を可能とすることにより、森林所有者の特定を行

いやすくする。【総務省】

④有害鳥獣の捕獲・狩猟について期間や時間帯の延長

狩猟期間を延長するほか、一定の条件の下においては、夜間発砲に

ついても規制を緩和する。【環境省】

⑤鳥獣保護区での捕獲制限の緩和、箱わな狩猟免許の緩和、免許試験の

緩和

鳥獣捕獲が禁止されている,鳥獣保護区であつて、農林業被害を発生

している地域においては、シカやイノシシなど重大な被害をもたらし

ている鳥獣をわなで捕獲する場合に限り、狩猟期間中の許可を受ける

ことなく捕獲することができるものとする。

また、第 1種狩猟免許を取得している者は、講習会の受講等により

わな猟を行えることとするとともに、狩猟免許試験の一部免除対象者

を警察官OB。 自衛隊OB等に拡大する。【環境省】

⑥日没後の狩猟制限の緩和及び消音器の使用

人のエリア内進入を規制するとともに、銃弾のエリア外拡散防止策

を講じる等、一定の条件の下、日没後の狩猟及び消音器の使用を認め

る。【警察庁・環境省】
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料 3-3

各府省庁への検討依頼事項の概要

1)「優先的に検討に着手すべき規制・制度改革」(資料3-2)

に示した各項目 (計 68項目)に関する対応方針

[対応方針の分類は以下の通り]

①直ちに対応するもの

②対応する方向ではあるが、付すべき条件等を検討する

のに一定の期間要するもの

③ さらに論点を詰めて検討するもの

④現行でも対応可能なもの

⑤検討することが適切でないもの

2)こ のほか、現在検討中の総合特区制度の基本スキームを

前提に、地域からの提案を踏まえ、総合特区制度を活用し

各府省庁として取組みたいと考える規制・制度改革

以上について、各府省庁の政務三役のご見解を得た上での

回答を 11月 12日 (金)ま でに頂けるようお願いしたい。



資料 4

「環境未来都市」構想について

平成22年 11月 2日

内閣官房 地域活性化統合事務局



「環境未来都市」構想のコンセプト等の検討

第2回新成長戦略実現会議(平成22年 10月 8日 )参考資料(抄 )

2。「環境未来都市」構想 (内閣官房地域活性化統合事務局)

コンセプト等の策定
・コンセフト等策定のための検
討会の委員選定等の準備

コンセフト等策定のための検
ナ会の設置

ンセブト等の検討状況を
|まえつつ、法案の検討。
ンセプトに合致した関係
省庁の施策のとりまと

支援措置の調整

飯田 哲也

石田 東生

奥山 清行

柏木 孝夫

黒川 清

小宮山 宏

「環境未来都市」構想有識者検討会

特定非営利活動法人環境エネル   城山 英明

委員

東京大学大学院教授
株式会社日本政策投資銀行CSR支
援室長
東洋大学特任教授

独立行政法人国立環境研究所主任
研究員

独立行政法人建築研究所理事長
千葉大学大学院准教授

ギー政策研究所長

筑波大学大学院教授

株式会社KEN OKUYAMA DESiGN
代表取締役

東京工業大学統合研究院教授

政策研究大学院大学アカデミックフェ
ロー

株式会社三菱総合研究所理事長

竹ヶ原啓介

藤田 壮
藤野 純一

村上 周三

村木 美貴



「環境未来都市」構想有識者検討会において検討する主な論点

①都市・地域をめぐる現状把握～構造的変化として何が起こつているか～
口我が国の都市・地域をめぐる状況は、構造的に大きく変化しつつあり、「環境未来都
市」構想のコンセプト策定に当たっては、まず、その正確な把握が必要ではないか。
・構造的変化に対応するためには、我が国の強みを最大限に活かしつつ、一層の強化を
図つていくことが重要。我が国の強みとは具体的には何か。

②l専来の目指すべき姿 (将来ビジョン)の設定
・都市・地域をめぐる現状等を把握した上で、将来の目指すべき姿 (将来ビジョン)の設
定が必要。どのような将来ビジョンを設定すべきか。
→人口減少、高齢化等の社会経済の構造的な変化が進む中、温室効果ガスの排
出削減や資源制約等の環境問題等に中長期的視点を持って総合的・戦略的に
取り組み、持続的かつ自立的に発展することができる誰もが住みたいと思う
まちを作るべき。その際、ソーシャルキャピタル (社会関係資本)の充実に
よる社会的連帯感の回復が重要。

・「住みたいまち」とは具体的にはどのようなものか。

③現状と将来ビジョンを結ぶ方策の検討

・国、地方、民間それぞれの役割分担について
0環境未来都市における取組内容について

等

2



新成長戦略 (平成22年 6月 閣議決定)(抄 )
第3章 7つの戦略分野の基本方針と目標とする成果

強みを活力1妨
"

(1)グリーンロイノベーションによる環境ロエネルギー大国戦略

【2020年までの目標】
『50兆円超の環境関連新規市場』、『140万人の環境分野の新規雇用』、『日本の民間ベースの技術を活かした世界の温室効果
ガス削減量を13億トン以上とすること(日本全体の総排出量に相当)を目標とする』

(地方から経済社会構造を変革するモデル)
公共交通の利用促進等による都市・地域構造の低炭素化、再生可能エネルギーやそれを支えるスマートグリッドの構築、適正
な資源リサイクルの徹底、情報通信技術の活用、住宅等のゼロエミッション化など、エコ社会形成の取組を支援する。そのため、
規制改革、税制のグリーン化を含めた総合的な政策パッケージを活用しながら、環境、健康、観光を柱とする集中投資事業を行
い、自立した地方からの持続可能な経済社会構造の変革を実現する第一歩を踏み出す。

《21世紀の日本の復活に向けた21の国家戦略プロジェクト》

夕 を活力1カ麟紛野

ノ.ググ=ン =イノベーション|こお|する国家戦略ノ″力 外

2.「

未来に向けた技術、仕組み、サービス、まちづくりで世界トップクラスの成功事例を生み出し、国内外への普及展開を図る「環境
未来都市」を創設する。具体的には、内外に誇れる「緑豊かな、人の温もりの感じられる」まちづくりのもとで、「事業性、他の都市
への波及効果」を十分に勘案し、スマートグリッド、再生可能エネルギー、次世代自動車を組み合わせた都市のエネルギーマネ
ジメントシステムの構築、事業再編や関連産業の育成、再生可能エネルギーの総合的な利用拡大等の施策を、環境モデル都市
等から厳選された戦略的都市・地域に集中投入する。
このための新法を整備する(環境未来都市整備促進法(仮称))。 関係府省は、次世代社会システム、設備補助等関連予算を集
中し、規制改革、税制のグリーン化等の制度改革を含め徹底的な支援を行う。また、都市全体を輸出パッケージとして、アジア諸
国との政府間提携を進める。

3



新成長戦略 (工程表)(抄 )
I 環境・エネルギー大国戦略

早期
―
項

(2010年度に実施する3項 )
2011年度に
実施すべき亭項

2013年度までに
実施すべき

=頂

2020年までに
実現すべき成果目橿

1.低炭素化の推進

50兆円超の環境開
連新規市場

140万人の環境分野
の新規雇用

。再生可能エネルギーの目肉
一次エネルギー供給に占める
比率を10%に

・ZEH(ネットセ・「Lネル■
・―/セ・nI

議カンハウス)を標準的な新量
住宅とし、既壼住宅の省エネリ
フ十‐ムを現在の2倍程度まで増
加させる、新菫公共菫築物等
マ EB(ネットセ

゛
nIネルキ
・―/セ・ロエ

ンカンピル)を実現する

・ED(発光ダイオード)や有機
EL(エレクトロルミネセンス)な
ど高効率次世代熙現を、フ
ローで1∞%普及させる

。家庭用高効率綸濤署を、単
身世帯を除くほぼ全世書帽当
に普及させる

再生可能エネルギーの普及拡大・産業化 (全量買取方式の固定薔格買取制度の導入、規制の見直し
く発電設備の立地に係る規制等))

六日光、ニカ (陸上・洋上 )、 小水力、地熱、大嬌熱、バイオマス等の再生
可能エネルギーの導入目標の設定、 ロードマップの策定

地球温暖化対策のための税の導入

目内排出量取引

“

度のg設
|

「ヨ壇未素椰市』m
(■壇未来椰市整備促遭法 (傾
称)の検討 )

・新法に■づく集中投資事彙の成功事例を活用した日内外への農日の促遺
・各省の日遭予算の集的、執行の一元化
・規

“

改革、税自のグリーン化、金融手法等の特例の検討・実施

スマートグリッドの導入、情報通信技術の和j活用、熱等のエネルギーの面的利用等環境負荷低減事業の推進

ロ

省エネ薔準の適合薔壼化
について、対象、時期等の
検討

住宅 ,建築伯のネット・ゼロ。エネルギーノゼロエミッション化に向けた、省エネニ車遭
合の段着的●務化、省エネニ準の見菫し、遺威率向上に向けた執行強化、既存住
宅・建築物の省エネ化促遺、省エネ性能を評饉するラベリング制度の相菫等の実施

エネルギー消費量や温室効果ガス排出量の「見える化」に関する仕48みの構築、各家庭に対してC02削減
のための具体的アドバイスを行う「覇境コンシェルジュJの育成

都市鉱山のリサイクル等の情環型社会づくりの推進のための規制。制度改革や技術開発支援等の総
■              |

定期的なトップランナー基準の強化、対象品目の拡大

エコ家電等の省エネ製品やエコ住宅の普及促進のための措置

五五轟死謝蕊藷薫焉羅轟漁轟話藩吾薫議翠」ニ国内クレジットやオフセット・クレジットの拡充・支援による中小企業等の低炭素投資促進 (ヒートポンプ

低炭素都市づ〈リガイド
ライン等の策定・普及

「縁の都市化」と都市・地域構造の低炭皐化等に向けた痛1度の構築、取IEの推進

‥

４



総合特区制度、「環境未来都市」構想関連 経過ロスケジュール 贋□

10月

H22.11 2

12月 以降11月

◎ 第2回会議(10/0  ◎ 第3回会議 (10/21)
。「総合特区制度、『環境未来都  ・総合特区制度ほか
市』構想に関する会議」設置決定

●第4回会議(11/8)

●第5回 (11月 下旬)

●第6回 (12月中～下旬)

新成長戦略

<分科会>
総合特区制度、
「環境未来都市」
構想に関する会議

●第1回会議(11/2)
。総合特区、「環境未来都市」構想に
ついて

●第2回会議(11月中旬)

●第3回会議(12月上旬)
・総合特区 規制・制度改革に
関する政府対応方針のとりまと
め

◎全府省への説明会(10/2⊃
・総合特区 規制 制度改革につ

い¬〔

「環境未来都市」構想
有識者検討会

◎ 第1回会議 (10/27)
・コンセプト等について

●第2回会議(1lρ 6)
i:

||● 年末までに1・ 2回開催

|: (中間とりまとめ)

||

||

i!

◎開催済



き

と

詞『
ＴＦＩ刊
ノ　
“
　
　
　
　
　
で

（
「
川
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
る

、
　

　

　

あ

カ

８

７
　
　
　
朧
る。
が
と
こ

嘲
決
醐
改
　
，
　

要
る

．
　
　
　
　
　
　
　
　
必

２　
　
　
　
　
　
め

年

　

年

　

　

　

ヽ

ま
、
求

２２

議

２

部

　

”

日

を

０
４
　

　

　

　

　

　

」

成
　
ヽ
　
一
　
　
　
　
席

成
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
議

夫
　

ｏ
＞
　
　
　
出

泣
」
脚
平
一

‐
‐
‐
　
　
の

う
　
し
ヽ
ア
」

ノ

　
　

レ

だ

者

０

と

た

係関

励
哺　する。ま又

日８

下

と

し
ヽ

１
　
以

　

り

月

＜

お

カ

２２年６
嗚
∝
追
を員

次

成

噺
孵
員‐ま、琳
成

剖

略

長

構

猾
減
　敵とる

成
　

　ヽ
　
　
め
　

ｏ

ハバ

新

め

　

認

る

．
た

　

２
．

■

参考資料 1

新成長戦略実現会議の開催について

議長  内閣総理大臣
副議長 内閣官房長官、国家戦略担当大臣、内閣府特命担当大臣 (経

済財政政策)及び経済産業大臣

構成員 財務大臣並びに内閣総理大臣が指名する者、関係機関の長
及び有識者

3.会議の事務局は、議長が指名する内閣官房副長官及び内閣府副大臣が

総括し、議長が指名する内閣府大臣政務官及び経済産業大臣政務官がこ

れを補佐する。

4.会議は、必要に応じ、分科会を開催することができる。分科会の構成
員は、議長が指名する。   ・

5.会議の庶務は、内閣府の助け及び経済産業省の協力を得て、内閣官房
において処理する。

6.平成 21年 12月 15日 閣議決定により開催されてきた成長戦略策定会
議は、廃止する。

7.その他、会議の運営に関する事項その他必要な事項は、議長が定め
る.



新成長戦略実現会議 委員

議 長    菅 直人   内閣総理大臣

副議長    仙谷 由人  内閣官房長官

玄葉 光一郎 国家戦略担当大臣

大畠 章宏  経済産業大臣

海江田 万里 経済財政政策担当大臣

委 員    野田 佳彦  財務大臣

内閣総理大臣が指名する大臣

′
白川 方明  日本銀行 総裁

伊藤 元重  東京大学大学院経済学研究科教授

岡村 正   日本商工会議所 会頭

河野 栄子  DIC株 式会社 社外取締役

古賀 伸明  日本労働組合総連合会 会長

小宮山 宏  三菱総合研究所 理事長

桜井 正光  経済同友会 代表幹事

清家 篤   慶応義塾塾長

宮本 太郎  北海道大学大学院法学研究科教授

米倉 弘昌  日本経済団体連合会 会長



参考資料 2

第 2回 新成長戦略実現会議 菅総理指示

1.21の国家戦略プロジェク トの実行
新成長戦略を実現するための第一歩として、各大臣には、21

の国家戦略プロジェク トの作業工程表に沿つて、責任をもって

施策を実行し、年明けには進捗状況について報告 してもらいた

い 。

2.総合特区、「環境未来都市」構想
総合特区制度及び「環境未来都市」構想については、本日、

開催を決定した会議において、政府一丸となって取り組みを加

速していただきたい。特に、国際競争力の強化、地域活性化を

強力に推進する総合特区制度については、次期通常国会に法案

を提出する準備を進めるとともに、地域からの提案を踏まえ、

規制口制度改革について全府省をあげて大胆な検討を進めてい

ただきたい。

3.EPA
米国、韓国、中国、ASEAN、 豪州、ロシア等のアジア太
平洋諸国と成長と繁栄を共有するための環境を整備するにあ

たつては、EPA口 F tt Aが重要である。その一環として、環
太平洋パー トナーシップ協定交渉等への参加を検討し、アジア

太平洋自由貿易圏の構築を視野に入れ、APEC首 脳会議まで
に、我が国の経済連携の基本方針を決定する。



考資料3

内閣官房 地域活性化統合事務局

※ 本資料は、「総合特区制度」に係る、450件に上る地方公共団体や民間からの提案等を踏
まえ、当事務局で作成したイメージであり、総合特区制度が対象とする分野やテーマの特定
を行うものではありません。



～  目  次  ～
1.グリーンロイノベーションによる璽境・エネ′レギー大国戦略
○ 環境・エネルギー関連産業の国際競争力の強化のための拠点形成
○ エネルギーの地産地消・資源リサイクルによる地域の活性化

2.ライフ・イノベーションによる健康大回戦略
○ 今後の経済成長の柱となる医療関連産業の国際競争拠点形成
○ 医療・介護・福祉が連携して人口減少口高齢化社会に立ち向かう
持続可能な地域システムの形成

3.アジア経済戦略
○ グローバル企業等のアジア拠点や先進的な産業口研究開発拠点の形成
○ 国際コンテナ港湾等の国際競争力の強化

4.観光立国・地域活性化戦略
○ 観光交流人口の拡大・需要創出による地域経済の活性化と我が国の経済成長  20
0農 水産分野の成長産業化と森林・林業の再生等 23
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別紙 「総合特区制度」の創設に関連する予算概算要求・税制改正要望 26



世界トップレベルの環境・エネルギー技術を活かし、関連産業の国際競争力の強化
と、低炭素型社会の同時達成を目指す

公害や石油危機の克服などを通じて得た高い環境ロエネルギー技術を活かし、聞適

技術ロシステムの開発及び関連産業の育成を進め、国際競争力を更に強化

環境・エネルギー関連技術の開発・普及や関連産業の育成・拠点形成につながる
規制・制度改革、       等を集中的に実施

<拠点形成のイメージ>

研究開発
・複数の技術等の

凛携

・集積による拠点

形成

次世代技術が実用化

された都市の構築
・利用促遭策の集中

・実証
=監
の実施

ソーラー関連産業
・技術・システムの検証、確立
・集積によるSIt点 形成

モデル都市としての

内外への普及展開
・地球温暖iヒや資源・エネルキー

制約等への対lt~



〔装需じズ単貸傷霜翼操娼覗瑾算鼻鳥農婆
を活ふした関連

〕〔響贅霞畠黎】ξ
ステムの開発、早期実用化、内外への

〕

用糧        :次世代技術がl

[鷺革曇塁利震房秀境『曇源装蓬纂顧笏雹電思夢
ラ整
〕 〔李塚すま男霧5竃奨ヌ撼皇

は`設置のための環境整
「 〕

じ
対策

・ 電気自動車への充電事業に関するルー
ルの明確化
・ 燃料電池自動車・水素ステーション設置
に係る環境整備

口設備設置時の手続き等の簡素化・緩和
・ 設備を導入した場合のインセンティブの導
入

3



(各府省庁への検討依頼事項 )

i)再生可能エネルギー施設設置時の手続きの簡素化

li)再生可能エネルギー施設設置インセンティプの拡大

○関係府省庁において、対応する予算措置等を集中投資

0なお、内閣府においても、総合特区制度の創設に関連し、別紙のとおり平成23年度予算概算要求・税制改正要望を実
施中

4

電気自動車の充電に係る課金方法の整備

道路の占用許可基準の緩和

周波数の割当てに係る特例

燃料電池自動車・水素ステーション設置に係る環境整備

口太陽光発電の設置等に伴う電気主任技術者の選任に係る規模要件の緩和
・ 太陽光発電設備等に係る建築基準確認申請の不要化
・ 低炭素化に資する設備・建物を導入した場合の容積率緩和



エネルギーの地産地消、地域内での資源循環等を推進し、資源・エネルギーの循環
による地域経済の活性化を図る

太陽光、風力、木質や畜産などのパイオマス、水力、地熱などの再生可能なエネル

ギーやリサイクル可能な資源を活用した産業・ビジネスとしての展開を図る

地域にあるエネルギー・資源を徹底的に活用するための規制・制度改革、税財政・

…

等を集中的に実施

畜産バイオマス
・家畜ふん尿の堆肥利用
・廃葉物の適用除外の拡
大

太陽光発電
.設置時の手続き緩和
・建物設置時のイン t・ン

ティプ

小末力発電   i
・フトJl使 用手続き0緩ア「

レアメタル等資源リサイクル
・携帯電話・廃家電の燿1月
・廃華物の適用除外の拡大

本 質 バ イオ マ ス
・廃棄物の適用除外の

拡大

プ ラ ス チ ック リサ イ ク ル
・容器包装以外のフラスチックの

リサイクル推進
・廃築物の適用除外の拡大



[設備の普みに向けた設軍手続青の簡壷J璽坐琴   _〕

・ 施設設置時の手続きの簡素化
・ 地域産業や交通システム等への活用
・ 施設設置インセンティブの拡大

工場、事業所、戸建住宅、集合住宅等に
おける導入推進
コミュニティビジネスとしての展開

〔活用に向け、廃棄物関連制度の星用を柔軟∫|す,必要 ]

し
対策

〔魃 l 躙 嚇頻〕
・ 容器包装プラスチックと製品プラスチック
の混合状態の収集の実施
・ 再生技術向上による焼却から再生への転
換

・ 廃棄物適用除外条件の拡大
・ エネルギーのほか、肥料等としての活用
の拡大

先駆的モデル事業による新技術や製品・システムの開発、
早期実用化が必要



(各府省庁への検討依頼事項)

i)再生可能エネルギー施設設置時の手続きの簡素化 ili)資源リサイクルの推進

太陽光発電の設置等に伴う電気主任技術者の選任に

係る規模要件の緩和

太陽光発電設備等に係る建築基準確認申請の不要化

小水力発電の設置に伴うダム水路主任技術者選任の

緩和

他の水利使用に従属する小水力発電の許可申請の不

要化

海岸保全区域又は港湾区域内における再生可能エネ

ルギー設備設置に係る許可基準の明確化

il)再生可能エネルギー施設設置インセンティプの拡大

・ 低炭素化に資する設備・建物を導入した場合の容積

率緩和

容器包装以外のプラスチックのリサイクルのために必

要な制度改革

市)廃棄物関連制度の運用の柔軟化

・ 木質バイオマス等の一般廃棄物・産業廃棄物の適用

除外

・ メタン発酵消化液や堆肥の肥料取締法上の規制緩和

○関係府省庁において、対応する予算措置等を集中投

資

○なお、内閣府においても、総合特区制度の創設に関連

し、別紙のとおり平成23年度予算概算要求・税制改正

要望を実施中



産業構造転換の柱として期待される医癬間違産業の国際赫争力存輸イLし、我が国
経済成長のエンジンとする

最先端の医療技術、研究開発能力、医療関係人材の質の高さ等、我が国の強みを
フルに活かし、主新的r_‐戻菫品・医痣樽黒・牛端戻痣弗all出するための拠点を整備

医療関腫底量塑幽喧豊翻iと併せ、競争力強化につながる規制・制度改革、税財政・

…

等を集中的に実施

<拠点形成のイメージ>

研究開発
・需給マッチンク
・ノ、柄育成
・集積による拠点

形成

先 端 医 療       |
・千承認雇尋:111」 ,言i兵 ||・ l言■F I
・医工連 1■          |
・ミ精に■F,■ 1点 形1,t     l

一 ■・ヽ

先端医療、医薬品、医療機器、三位一体の分厚い靭
‘

赫 ¬

・３
導

∴幣
一

・審査体常1の強化

・治購の
~t逮 イL

臨床研究・治験
・治聯の 1■速化

・審査体制の強イし
・集積による拠点形成

医療ツーリズム
・医療滞在ビザ

・外国人医師受入

医療機器産業
・審査体制の強イト

・治験の迅速イL
。隼積による拠点形成



[羹冨花妻ぞ境舞ぱ暦蓬雇羹罷署善Z淵鎌当
験、
 〕r

国内医薬品、医療機器メーカーが画期的な新薬・機器を
開発しても、審査など上市に至るまでのプロセスに多大な
時間とコストを要する→“日本離れ"の恐れ

国内で開発された医薬品、医療機器が、いち
早く上市できるようにPMDA(医薬品。医療機器
総合機構)の審査員増員など審査体制を強化
PMDAと都道府県の役割分担の見直しによ
り人員体制を審査業務に傾注

・ 世界標準の国内未承認医薬品、医療機器等
の試験的使用を認める
・保険外併用療養費制度を柔軟化

“日本離れ"を阻止するとともに、重篤な疾病等を抱える
患者とそれに向き合う医療現場の切実な要望に一刻も早
く応え、救える命を可能な限り救う体制を整備

革新的な医薬品、医療機器、先端医療の創出

・ 医療機関、研究機関、医薬品、医療機器メーカー
等が集積・連携して、研究開発等を実施
・ 医工連携の下、シーズとニーズを的確かつ実践
的にマッチング
ロ臨床研究から治験、実用化までのプロセスに
おける有効性・安全性の確認手続を迅速化

革新的な医薬品、医療機器、先端医療の創出を力強く後押し
するとともに、国内外から高度な医療関係機目等を引きつけて、
集積による拠点形成をロリ、医療関連産葉の国際競争力を強化



(各府省庁への検討依頼事項)

i)ドラッグ・ラグ、デバイス・ラグ問題の抜本的解消

・ 新薬に対するGMP(製造・品質管理基準)適合性調査権限の都道府
県への一部移譲

・ PMDA(医薬品医療機器総合機構)が採用した民間経験者に対する承
認審査、事前相談への従事制限の緩和
・ 国内では未承認の医薬品・医療機器に関する試験的使用の容認
・ 保険外併用療養費制度の柔軟化
・ コンパッショネートユース(主要国でも未承認の薬の人道的使用)の検討、
先行試験的実施

ii)革新的な医薬品、医療機器、先端医療の創出

<シーズのマッチングに必要な臨床研究の推進>

・ 先端医療の核である再生医療の鍵を握るヒト幹細胞を用いた臨床

研究に関する特例 (手続の簡素化)
・ 臨床研究に係る病床規制特例 (特例措置の適用、手続の簡素化)
・ 医師・企業連携による臨床研究の容認

・ サージカルトレーニングの導入

く安全性・有効性を確認するための治験の推進>

・ 重点疾患・分野に関し、安全性評価手続きの簡素化等による

迅速な治験

・ 治験中における新規医療機器の仕様変更の容認
・ 治験に係る病床規制特例 (手続の簡素化)
・ 医師個人を実施主体とする治験契約の容認

‖i)国際連携の強化による医療水準の底上げと
アジア等海外への展開

・「医療滞在ビザ」(仮称)の創設
・ 外国人医師の国内での診療に係る臨床修練制度の弾力化
・ ポイント制の導入等による外国人医師等の受入促進
・ 外国人医療従事者に対する在留期間の見直し

○関係府省庁において、対応する予算措置等を集中投

資

0なお、内閣府においても、総合特区制度の創設に関連
し、別紙のとおり平成23年度予算概算要求・税制改正

要望を実施中

10



公民連携により、高齢化に伴う地域活力の低下、社会保障コストの増加を回避する控
鏡可能な地域戻義・介講・福れ卜弗糧基する

戻着、盤庄、介講、障がい者福祉の各分野において、「新しい公共」を新たな担い手とし
て位置付け、民間活力も活用し、持続可能な新たなモデルの構築

持続可能なモデルの構築、新たな担い手の活動の場の確保につながる規制・制度改革、
等を集中的に実施

地域医療
・遠隔診,、 電子″■方せス′
・医

「

従三七0賛成、確′

高齢者介護
・「新しい公共」の活動の場
・障がい者福祉との0携

EHR(Ll“ tr。 市●Heath Ro_rO)
,健康情圭

=、

医療1青幅`D―元化
・4TII上にあったオーターメイドの
サービス

健康寿命の長期化
・住民の生活機能の維持
・信康に|;資する環境整備

障がい者関連施策
・「新しい公共」の活動の場
・高齢者介護との連携



住民の健康作り活動を官民挙げて支援し、住民の生活機
能を維持することによって、高齢者の社会参加を促し、住
民が皆、幸福に加齢する社会の構築が必要

・ 医療・健診・健康情報などを集約管理する
データベースの構築
・ 取組へのインセンティブの確保等による
健康増進施策の市民全体への波及

高い品質・価値を持つ政策、制度、取組を「新しい公共」
(地域の担い手)が企画口実践・管理し、持続可能な事業
手法・社会的な仕組みの構築が必要

・ 社会貢献し、自らの力で納税の出来る生
活の実現
・ 行政と地域の主体が連携した「新しい公
共」による管理・運営システムの構築

離島などの僻地でも適切な医療を提供することで、医療
過疎による限界集落化を防ぐことが必要

|・
庸鷲鰤窪湯槙曇『

治療」「遠隔保健 l旨導

||

公民連携を促進し、地域の新しい公共による力強い支え
が可能となるシステムの構築が必要

12



(各府省庁への検討依頼事項 )

・ 分散保有されている医療口健康関係データの地域の機関への集約化
・ 離島・へき地の患者への遠隔診療、処方の実現
・ 高齢者向けグループホーム、デイサービスヘの障がい者受入れ要件の緩和
・ 障がい者雇用に係る情報の「新しい公共」との共肴・―元化
・ 自家用有償運送に係る権限委譲等

・ 介護保険事業計画における計画水準を超えた施設整備

○関係府省庁において、対応する予算措置等を集中投資

○なお、内閣府においても、総合特区制度の創設に関連し、別紙のとおり平成23年度予算概算要求・税制改正要
望を実施中

13



日本の都市を、国際競争力のある都市としてのプランドを確立することで、グローバ

ル企業、高度人材、投資を呼び込み、日本の成長を牽引する拠点として機能させる

アジアにおけるビジネスや∠ノベーションの拠点として、高付加価値型のグロTパル
企業や産業・研究開発拠点等を積極的に誘致

グローバル企業、先進的な産業・研究開発拠点を呼び込むための環境整備につな
がる規制・制度改革、       等を集中的に実施

<拠点形成のイメージ>
研究開発拠点
・知財 ;西 動・情報の共有イし
・発信機能の強化
・交流や tl同 研究の場
・隼結による拠点形薇

高度人材・家族
のサポート体制
・′` il、 71智 働日滑イし
・生)=輝 j,の主備

ヽ

グローバル企業
のアジア拠点
・環境整備
・サボート体11の強 4し

｀

・グローバル人材合成

都市環境整備
・立地競争力強化
・土地の高度利用
・大規模コンベンシヨ

ン機能強化
研究プラットフォーム
・機関・分野を超えた連携
・共用研究インフラ
・ワンストップサービス
・補助の

'1■

幸t行



〔目宴笙f           墨: つて魅力的な都市としての環境整備が

 〕‐ ―                   

―1滑な入国や安定的
|  ,、中>

先進的な産業・研究開発拠点の構築

高度人材や家族の円滑な入国や安定的
な在留の支援
生活環境の整備

・ 機関・分野を超えた産学官の連携する拠
点を整備
・ 共用研究インフラの効率的な運営サポー
ト等の役割を担う新たなプラットフォーム
構築

・ 企業立地競争力の強化や新規設備投資
を促進するための規制緩和
・ 土地の高度有効利用の推進

・実用化に向けた実証実験の実施
・ 中小企業工場の集団化・共同化に向け
た環境整備

対策

すイノベーショ

r ; 〔祭笙∫ゞ 雪暫塾楊蒼墓事ペア肇
くイ也産業の,舌性化にもつな

 〕
:官の連携する拠

1 1[申 >「 :蚕T柴曇卑檀保1琶零鳴a累管…凸:ュ 1
対策
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i)高度人材や家族の円

(各府省庁への検討依頼事項)

滑な入国や安定的な在留の支援

高度人材に対するポイント制を活用した優遇制度の導入

工場の緑地面積規定の緩和

立体道路制度の対象の拡充

ii)企業立地を促進するための環境整備

lil)イノベーション拠点形成のための措置

大学院教員の専攻の兼務

国の補助金等により導入した研究設備・備品の使用の緩和

補助金の効率的な執行の可能化

小型モビリティの実用化に向けた検討

O関係府省庁において、対応する予算措置等を集中投資
○なお、内閣府においても、総合特区制度の創設に関連し、別紙のとおり平成23年度予算概算要求口税制改正要望を実
施中

16



国際的に地位低下が著しい日本のコンテナ港湾において、さらなる「選択」と貨物の
「集中」により、ハブ機能を維持・強化し、世界への基幹航路ネットヮークを維持する
ことにより、アジアのビジネス拠点としての地位を確保する

厳選した国際コンテナ港湾に貨物を集中するとともに、「民」の視点による一元的港
湾鐸営、各地と港湾を結ぶフィーダー輸送網の強化により、物流コストを削減・サー
ビスを向上させ、金山等に対抗する

壁詢の視点の港湾経営やグローバルスタンダードの物流を可能とする規制・制度改
重、        等を集中的に実施

<拠点形成のイメージ>

「民」の視点による

一元的港湾経営
・埠頭会社の民営イし,続 t
・複数ターミナルの一体運首

フイーダー輸送網の強化
・内航ロンテナの大型 iじ

・インランドボートの整備

後背地の立地環境改善
・立地コストの億減

港湾におけるコスト低減・
‐
サービス向上
・ゲートσ,24時間オープン
・ター‐こナルリースオ1等の値下げ 17



__ 曝コンテナ港湾の「選択」と「集中」
日本と世界を結ぶ基幹航路ネットワークを維持するため
には、日本の港湾のさらなる「選択」と「集中」が必要

・ 国際コンテナ戦略港湾の選定

・ 港湾整備事業の集中投資(大水深ターミナ
ル等)

「民」の視点による一元的港湾経営

「官」による硬直的な運営、隣接港湾やターミナル毎にバ
ラバラで不効率な運営

口埠頭公社の民営化・統合

・ 複数ターミナルの一体運営

港湾におけるコスト低減・サービス向上

釜山等に対抗するには、港湾コストの削減・サービス水準
の向上が必要

・ゲートの24時間オープン
ロターミナルリース料等の値下げ

ハブ港湾と国内各地を結ぶ

フィーダー輸送網の強化

国内各地からハブ港湾に荷物を集める内航海運、トラック、
鉄道ネットワークのサービス向上、コスト削減が必要

・ 内航コンテナ化の大型化、効率化

・ インランドポートの整備

・ 45フィートコンテナの通行

後背地の立地環境改善

外資企業の物流拠点を含め、ハブ港湾の後背地への企
業集積を進める必要

対JLレ |・ 立地
コストの低減             〕

瀞

Ｌ
燎

対ト

も
対策
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(各府省庁への検討依頼事項)

○関係府省庁において、対応する予算措置等を集中投資

○なお、内閣府においても、総合特区制度の創設に関連し、別紙のとおり平成23年度予算概算要求・税制改正要望を実
施中

埠頭株式会社が柔軟且つ効率的な経営を行うための規制緩和

らヽ頭内及び指定道路における45フィートコンテナの輸送実現

保税搬入原則の見直し

埠頭貸付制度の対象拡大

19



世界に類を見ない本格的な少子高齢化社会を迎える中、内外の観光客を呼び込んだ
観光交流人口の拡大口需要創出により、地域経済の活性化と我が国の経済成長を図る

急速な経済成長を遂げる中国をはじめ、近年急

増するアジア各国等からの訪日外国人観光客

の受入れ拡大に向けた体制を整備する

地域の観光資源を活かして、内外

の観光客を惹き付ける、個性豊か

で魅力ある観光地づくりを推進する

訪日外国人観光客の受入れ拡大に向けた体制整備や地域の観光資源を活かした魅力
ある観光地づくりに必要な規制口制度改革、        等を集中的に実施

″111暉月11"|ト4-・

/
ニューツーリズム
・クリーン )ソーリズム
・産業観光/文化観光
・コンベンション(MICE)
・メディカルツーリズノ,、

|
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古ド字など偏 1驚あ■■隼11●)I:F■
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観光 こよ :々地域の自立:と

1寺結 的 発展
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訪日外国人観光客の受入れ拡大に
向けた体制整備

急速な経済成長を遂げる中国をはじめ、近年急増するアジ
ア諸国等からの訪日外国人観光客を受入れるための体制
を整備することが必要

外国語表示の徹底
通訳案内士制度の見直しと地域における外国
語ガイドの積極的な育成・活用
携帯端末等の情報機器(ICT)やコールセン
ターを活用した外国語による観光情報の提供
言語バリアを感じさせない体験交流プログラム
の充実
円滑なCIQ、 空港・港湾等の受入体制の充実
コンベンション(MICE)の誘致促進
医療と観光の連携によるメディカルツーリズム
の推進

地域の観光資源を活かした個性豊かで
魅力ある観光地づ<り

洗練された食文化、長年受け継がれてきた伝統工芸、歴史
的建造物、四季を肌で感じ取れる美しい風景等、地域の豊
かな観光資源を活かした、魅力ある観光地づくりが必要

地域の歴史・風土に培われ、伝統ある風情を伝
える町屋・古民家、街並み等の保全・活用
自然環境や文化・歴史的遺産、伝統工芸から産
業技術、アニメに至るまで、地域資源をフルに活
かした「着地型」観光の推進
グリーンツーリズム、文化観光、産業観光をはじ
めとするニューツーリズムの振興
滞在型観光地づくりと広域的な観光ルートの充実
徹底したバリアフリー化による、高齢者・障碍者も
楽しめる観光地づくり

内外の観光客を呼び込んで、観光交流人口の拡大口需要劇出を地域経済活性化の起爆剤とし、
狭義の観光産業のみならず、地域の多様な関連産業と連携して、地域資源をトータルに打ち出すことにより、
地域の自立と持続的発展に繋げていく→「観光振興によるプラスの情環」を力強く鋼造
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i)訪日外国人旅行者の

(各府省庁への検討依頼事項)

受入れ拡大に向けた体制整備

li)地域の観光資源を活かした着地型観光の推進

着地型観光の推進に必要な旅行業法に係る特例

町屋・古民家に関する旅館業法の構造要件緩和

田舎暮らし交流体験民宿に関する旅館業法の構造要件緩和

※ この他、メディカルツーリズムの推進にあたって必要な規制・制度改革 (医療滞在ビザの創設)については、「今後の経済成長の柱となる医療
関連産業の国際競争拠点」の項において記載

O関係府省庁において、対応する予算措置等を集中投資
○なお、内閣府においても、総合特区制度の創設に関連し、別紙のとおり平成23年度予算概算要求・税制改正要望を実
施中

・ 通訳案内士以外の者による有償ガイドの実施を可能とするための通訳案内士制度の見直し
日外航クルーズ船の外国人乗客の行動範囲の拡大に必要な仮上陸制度の見直し
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農林水産業・農山漁村の有する潜在力が十分発揮されるような環境整備を行い、
薔林水産羮弁再生し、食料自給率の向上、輸出の拡大を目指す。

農地の有効利用、意欲ある担い手の育成・確保及び6次産業化等に資する取組を
推進し、農林水産業を核に成長する地域づくりを図る。

農林水産業を再生し、あわせて川下や海外に広がる潜在需要を発掘等するための

―
につながる規制・制度改革、       等を集中的に実施

意欲ある担い手の

育成口確保
。参入要件の緩和

・多様な資金調達手段の確保

6次産業化の推進
・地域の農産物を利用した食品産業の集帯

促進

。新商品開発、高付加価 llg化に

'1す
る支播

農地の有効利用の促進
・農地の集約

・耕作放豪地の活用

・経営規模の拡大等によるコスト削減

鳥 獣 害 対 策 の 効 果 的 実 施

・有害鳥■の捕獲・狩猟について期間

や時間帯 rl延 長
森林・林業の再生
‐管理放棄地に対するセーフ

ティネットの構築



〔曇椒
高齢化・後継者難等の中で人材の育

 〕

3.6次産 業化 の推進 等    __

[留黎鬼毒算
や産

言

官の連携強化等による新たな事業展

〕

・地域の農産物を利用した食品産業の集
積促進
・新商品開発、高付加価値化に対する支
援

2.農地の有効利用の促進、規模2拡杢等

〔
怠肇

錯回、耕作放棄地の解消に向けた取組等の推進が

〕

4.森林・林業の再生、中山間地域の保全

〔錮霞祟  雅鍵稗肥〕
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|)意欲ある担い手の育

(各府省庁への検討依頼事項)

成・確保

農業生産法人の要件 (資本・事業・役員)見直し

農地の権利取得に係る下限面積の緩和

ii)農地の有効利用の促進、規模の拡大等

lli)6次産業化の推進等

農業委員会の在り方の見直し

共有農地に関する利用権設定の緩和

6次産業化等のための施設整備に係る農地転用規制の緩和

市)森林・林業の再生、中山間地域の保全

所有者不明の森林を公的に整備する制度の創設

有害鳥獣の捕獲・狩猟について期間や時間帯の延長

島獣保護区での捕獲制限の緩和

O関係府省庁において、対応する予算措置等を集中投資
○なお、内閣府においても、総合特区制度の創設に関連し、別紙のとおり平成23年度予算概算要求・税制改正要望を
実施中

25



「新成長戦略」(平成22年 6月 18日閣議決定)において、21の国家戦略プロジェクトとして位置づけられた
「総合特区制度」の創設に必要な予算・税制改正を要求中。

(1)平成23年度予算橿算要求 (内閣府要求額 :823億円)
自立的な取組に基づく地域の活性化、社会経済的課題の解決及びわが国全体の成長戦略の観点から
「総合特区制度」を創設し、規制の特例措置及び税制・財政口金融上の支援措置等を一体として実施。
・総合特区推進調整費
・総合特区支援利子補給金

(2)平成23年度税制改正要望

(i)国際戦略総合特区における税制上の特例措置 (内閣府―新規要望)

・投資税額控除、特別償却制度、事業の課税所得控除制度の創設
① 実施計画に記載された事業を実施しようとする者が、当該事業の用に供する機械、装置、
建物等を取得等した場合、取得価額の一定割合に相当する額を、事業の用に供した事業年度
の法人税額から控除。

② 実施計画に記載された事業を実施しようとする者が、当該事業の用に供する機械、装置、
建物等を取得等した場合、事業の用に供した事業年度の減価償却限度額は、取得価額の一定
割合に相当する額と普通償却限度額の合計額とする。
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③ 実施計画に記載された事業を実施する者が、特区内において行われる事業により生じた当該
事業年度の課税所得の一定割合に相当する額を損金に算入。

※①～③については、事業者の判断により、いずれか1つの選択制とする。

・研究開発に係る特例措置の創設
④ 実施計画に記載された事業を実施する者が、当該事業に係る研究開発を実施した場合の当該
費用に係る控除の限度額について、特例措置を創設。

(ii)国際戦略総合特区及び地域活性化総合特区における税制上の特例措置 (内閣府―新捐要望)

・地域戦略推進を担う事業者に対する出資についての所得控除制度創設
① 実施計画に記載された事業を実施しようとする者について、個人投資家が当該事業者に出資
した場合に、当該投資家の投資年度の総所得から一定額を控除。

・公益的な事業の用に供する不動産登配に係る登録免許税の減免
② 実施計画に記載された事業でかつ公益的なものを実施しようとする者が、当該事業の用に供
する不動産を取得した場合に、当該不動産の保存登記及び移転登記に係る登録免許税を軽減。
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参考資料4

資料3-2に示した「優先的に検討に着手すべき規制・制度改革」に係る事項
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①製響断馘漏淑濯論房願
『

民間経験者を独立行政法人医薬品医療機器総合機構(PMDA)に採用し、当該経験者が支所
〔承認審査.事前相談に従事する場合における就業制限を緩和する。

医療機器総合樹
「
生労働省

Э
ttξ
薬品に対するGMP適 合性調査権限の 昴医薬品に関する一定期間経過後のGMP(医 薬品の製造管理及び品質管理基準 )適合性調1こついては、通常、PMDA(医薬品医療機器総合機構)が実施しているが、当饉権限をお含特ロ

リ実施主体に移譲し、迅速な調査を実施し、医薬品を製造しやすい環境を整備する。
晨事法 口生労働省

Э]易涙詰奮鸞房g馬
薬品・医療機器に関すK国 、EUといった主要先進国で承認を受けて実績を有するものの、国内では未承認となつてい

る医薬品・医療機器について、一定の要件の下、必要とされる患者への試験的使用を認める。
罠事法

=生
労働省

④保険外併用療養費制度の柔軟化

保険診療と保険外診療の併用が認められる保険外併用療養費制度について、一定の要件の
下、総合特区内に設置したコンツーシアムが高度医療評価の実施を行い、厚生労働大臣に対し

畠麟 馨鼎墓記今菌Pこ
詩 によつて、制度の柔樹 L迅速な運用を図り、高度医療、先進 E康保険法 皐生獅 省

⑤華鰤 戴嘉轟耀珊
いの検コンバッショネートュース(人道的使用)について検討に着手し、総合特区において先行試験的に
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⑥麒 淳鷺魔警葉寵予速
に実施再生医療の鍵を握るヒト絆細胞を用いた臨床研究に関しては、通常、厚生労働大臣の意見を聴取した上で実施することとされているが、総合特区肉に設けたコンソーシアムがその安全性、有

助性等を確認した上で実施を許可し、厚生労働大臣には事後届出とすることで、迅速な臨床研
究を推進する。

(ヒト幹編胞を用い
る臨床研究l_38す
る指3f)

早生労働省

⑦
暑麿蜘

規制特例 (特例措置の 自床研究の推進に必要な病床については、特例病床として、医療法に基づく病床規制における
冑床数の上限直を超えた設置を許容する。
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Эサージカルトレーニングの導入 F医療機器等開発、手技向上のためのサージカルトレーニングを導入する。 E体解割保存騰 「 生労働省

D重点疾患・分野に関する迅速な治験の実施 蹂喜露経理鍵紺 鶴雛請あ離罵猟躍程鶴剛
澤価の柔軟化・迅速化により、速やかな治験を実施する。

屋事法 口生労働省

⑪治験中における新規医療機器の仕様変更 踊翼瑳i健
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件の下で可能g湾婁壁毛■虎妻暑″署嘱ツ堕男峯留出F騨 屁事法 早生労働省

⑫治験に係る病床規制特例(手続の簡素化)
台験等に必要な特例病床の設置許可に当たっては、通常、厚生労働大臣の事前協臓・同意が
ら要とされているが、総合特区においては、事後承認を導入するなど、手続きを簡略化すること
〔必要な病床数を迅速に確保し、治験等を推進する。

E療法 早生労働●

⑬医師個人を実施主体とする治験契約の容箋
1常 .医療機関を実施主体とする治験契約しか認められていないが、総合特区において、第

=
『
的なチェック機能の充実などを要件として、医師個人を実施主体とする治験契約を認め、治験
D実施を推進する。

嘔事法 1生労働省

:アツア7層外への晨■ _

Э「医療滞在ビザJ(仮称)の創設 職       l電道融、き講型議悧踊酬 吉籍
k患者の積極的受入を実施する。

出入口管理及び難
■認定法

省

省

務

務

Э熱属全5駆男見
内での診療に係る臨床修 日本の医師免許を有さない外国人医師の日本国内における診療に係る臨床修線制度につい

に、外国人医師による指導等も含め、制度の乗軟化を回り、外国人医師が診療に従事しやすい
本制を整備する。

ホロE鰤等が行う
ち床修練に係る目
5法第十七彙等α
寺例に関する法律

,生労働
`

Э外国人医師等の受入促進 ドイント制の導入により円滑な入曰や安定的な在日を保障する等の出入国管理上の優遍措置
を田じ、外国人医師等の受け入れを促進する。

出入目管理及び■
1認定法 ●省畑

覇
生

①尻李磐匿籍宇着看留猛謂席貫笹冒
人医療

l「I発論繕葬髯野      i驚欺斯学罫出入口管理及び難R認定法
去務省
ユ生労働省



分野|■I●: 11,||●
=1具

体的な■菫

"春

根拠法等 所管府省
ι 】医猥 fヽP口^租社が運凛 Lた地Eに る冒0な暮らしの実現

。3鼈履房蔵衡贄ざ輩記覧
健康関係データ潔孵iF袋墜囁癌首i』軍範罰酔警鎧識:照隆

早生労働●寸や大学等)による熙会を可能とする。
レしくは、一定の条件(匡名化等)のもとでは提供が可能である旨.関係機関に周知を図る。

関する法律

Э壁嶺
・へき地の患者への遠隔診療、処方の

へき地や離島などで直接の対面診療を行うことが国難である場合やこれに準じる場合等.一定
の条件下で違隔診療が認められている。へき地や離島などに住む患者の利便性向上のため、こ
の限定をさらに拡大する。

誌:鷲貰針き蜆幌鰤 著層設1鰤墨暉砧般群襲
可能とする。

法
法
師
事
医
薬 早生労働省

③更赫甚鼎R薯笙編
サービス

章がい者が、障害者目立支援法に基づく共同生活援助 (グループホーム )を利用することが困■
1場合に、介護保険法に基づく認知症対応型共同生活介護 (グループホーム )の利用を定員の
咆囲内で可能とし、基準該当生活援助として自立支援綸付の対象とする。

↑餞保険法
7生労働者

〔障がい児 (者)の宿泊を可能とする。

Э雰変署itt」『
係る欄σttu爛と:盤磁悧 i響糧累驚態f器弱[珊懃

■等を一元化することを可能とする。

車害者の雇用の促
麿等に関する法律
餞業安定法

軍生労働省

⑤ 自家用有償運送に係る権限委譲等 盤讐ill瑠釧蹴欄糠麟灘驀蠍
=向
けて、登録の際の要件となっている運営協識会の運営方法を改善する。

直路運送法 口土交遍省

⑥ 倉霜ξ壁庸
業計画における計画水準を超

子
卜餞保険法では、介饉保険事業tt回に定められた計画水準を超えて新規施設を整備することができなι
ド、計画水準を超えた施設整備を認めることにより、介護関連施餃の立地を促進することを可能とする。

籠護保険法
「
生労働省

日 本 の ア ジフ 粗 慮 化 〔グ ロー バ ル 企
= 墨 、_破賃 の呼 び込 み ,

Э恩属金霧暑叉
するポイント制を活用した優

`国

人研究者、経営者等の高度人材の受け入れを促進するための措置として、ポイント●Iを活用し、円
骨な入口や安定的な在日を保障する年の出入口管理上の優遇措置を講する。

ヒ入口管理及び難
島認定法

姜務省
口生労働省

②大学院教員の専攻の兼務 蠍 議翻 囃曇稚:難蠅 鐵 酢
る。

学校教育臓 t部科学者

③立体道路制度の対象の拡充 1行の立体道路●I度の適用は、新殷遺路、日動車専用道路に限られているが、都市計画上の担保を条
卜にするなど、既存道路、一般道にまで適用を拡充する。

直路法
B市31画法
睦簗基準法

口土交通省

④工業地厳等における用途規制の緩和 に集地城及び工葉専用地域においては、原則として建築することのできない宿泊施設年の建築物につし

`.総
合特区肉においては立地に関する制限を経和する。

建築基準法 口土交壼●

⑤特別用途地区内における用途制限の緩和 2合特区においては、特31用途地区内における建築物の用途の制限について、地方公共団体の最量にtり緩和じやすくする。 建築基準法 口土交通省

元 二 日 凛 庄 憂 嚇 児 隔 覚 轟 点 の 協 圧

Э塁騎金3塁叉翻
イント制を清用した優

Э工場の緑地面積規定の緩和 i標競 忙「 賞宅:…
25%を超える部分のa■燎地、LI場緯地等の面 E場立地法 [済産彙省

Э
罵
場等の高度化事業の市町村経由での実

[済産業省(融資事業)において、総合特区計画と協調して市町村が支援を行う場合は、現行で都道府県経由とされ
ているスキームを市町村経由でも可能とする。

α彙基盤整備機申
去

Э冒8樫留禽顧幅
より導入した研究設備・備日の補助金尋により導入した研究設備・備品について、総合特区針回の目的に合致する範囲であれば、

野 省
「

1球る●■の承認を不要とし、籠用後の1体:_OHわらず、口庫納付を求めずに転用できるよう
哺助全等に係る予

「
の執行の適正イt
こ目する法律

オ務省

⑤補助金の効率的な執行の可能化

薔究開発機能のふ積によるメリットを生かし、補助金等を効率的に活用するインセンティプを設けるため、

1菫常爆軸 11=番
=督=奮

早曽奎驚 ξ
=`摯

摯聟に事彙実施する場合には、慮助金等に係る予 オ務省
鉾 輩こ溜 粘 編 搬 躍 織 盤

に,ては越協罐二閣する法律

⑥小型モビリティの実用化に向けた検討

自転車以上、経自動車以下の領娘をカバーし、
リティの開発に向けて、利活用において最適と′

=車
両のサイズ、安全レベル■)、 腱車空間、■
の関係者からなる協饉会において
:行することを可能とするよう検討す

出力、最大積載量、最
法等の検証を行うため、関係省庁、有臓者及
地域で合意を得られた区娘の公道において

自路運送車両法
自路交通法

薔察庁
口土交通省

天 字院教 員の専 攻 の東 務 (再掲 )    l

3
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①
梓隋 1島静

且つ効率的な経営を

寺定外買埠類の公共的性格l_2慮し口・港湾管理者による経営への関与を担保するために設けられた

日土交通省呆提供義務lc澤集針口及び収支予算の口土交通大臣への提出義務(d)外資埠頭業務とその他業務との
区分経理(e)財産処分の制限等0劇余金の配当その他覇余金の処分、合併、分割、解散の決饉の大臣
2可 )

里運営に関する法
●

Э〕霧罷襲
道閣こおける4ワィートコンコ際海上コンテナの規格に追加された45tDン テナについて、ら、頭内及び指定道路に限定し、mン テ

カと同様に輸送を可能とする。 E路法 ヨ土交通

`

③保税搬入原則の見直し
り出通関申告については、国税法67条の2により、保税地域に貨物を搬入した後でなければ中告ができ

れ繁兵餓器踏鍼酬認甥躙話椒 瑠胎占酪翻麗:
増税法 け務省

④ 埠頭貸付制度の対彙拡大
ル`ク貨物を取り級う埠頭の行政財産の貸付は、水深が14m以上必要であること等の要件を満たす必
目があるが、これを緩和し水深12mの施餃の貸付を可能にする。 む湾法 日土交通省

壼整

`L職

膨 |:貯事| |111

訪日外国人旅行者の受け入れ体制を整え
Эるための、通訳案内士以外の者による有償
ガイドの実施

見行制度においては、国家資格である通訳案内士以外の者が有償でガイド業務を行うことが不
可能であるが、よリー層増大する訪日外国人旅行者に対応するべく、一定の資質管理等を行い

=が
ら、通訳案内士以外にも有償ガイドを認めることを可能とすべく、通訳案内士法の特例を設
する。

巳訳案内士法 日土交通省

Э筆誓ι客葛罷健霧鶴黒介
乗客に係る仮上陸

表務●つ拡大状況等を踏まえて、仮上陸許可て行動可能な範囲をより広城に拡大する。 R認定法

③ 季思議
に係る総合特区内宿泊施設に対 口光田整備法

によって設けられた、観光日内の「宿泊業者が宿泊者の旅行について旅行業者ギ
里栞を営むことができる」旨の特例を、新たに総合特区内の宿泊業者に対して創設し,宿泊業名
ド宿泊観光客に観光ツアーを企画、提供することを可能とする。

庶行業法 日土交通●

④福督著登呉鶏畠震需戸積要件の適用除外
t域に根ざした伝統工芸品の製造業者又は集落の活性化や空き屋利用に取り組むNPO法人
,ゝ自 宅の一部又は空き家を利用し、田舎暮らし交流体験の機会を提供すべく、小規模な民宿
旨開葉する場合、簡易宿所の客室面積の要件 (33耐以上)を適用しない。

R館業法
「
生労働省

D霧最醐 謝高品焼鯉言蕩智冒渥鰍緩和
地域の歴史・風土に培われた風情ある町屋・古民家に泊まって、旅行者に伝続文化を実体験し

百
=著

蛋濃ダ奥牽饒線

…

場漱名早摯み旅館業許副
こ要すk館集法 口生労働償

①
書き
生産法人の要件(資本、事業、役員)見 慶

彙生産法人に対する出資制限を廃上し、装置産業である農彙分野におけるリスクマネーの供
除を促進する。また.一般の株式会社に農地所有を認めることにより、株式会社による農彙参入
皮び農地への投資を促進し、意欲ある多様な農業者の,入を促進する。

E地法 E林水産輩

②農業委員会の在り方の見直し 腱地等の権利移動に係る許可をはじめ、農婁委員会が行うとされている事務を、農彙委員会に
去

“

地

一 鳳林水産雀ヽわり的確に実施することができる団体が行えるものとする。
足進法

③濯健覗霧雀ぜ歴翼邊轟格滝沼キ
めの施設整う次産業化を推進するための施設等の設置に当たっては、農地転用規制を緩和する。また、土

襄に直接幾培しない形態の植物工場等の設置に際しても,農地転用規制を饉和する。 鳳地法 [林水産●

④ 蹟濃梨
用集積円滑化事業を行う団体の対 :蜘 露轟窒t智常識

・
職識著F郵語欺Y」酬赫

以外であつても、一定の条件を満たす者であれば、法人格を問わず行うことができることとする。
E林水産省

亀進法

Э農地取得、賃借要件σ緩和
見在農地の権利取得にかかる下限面積は、地域の実情に応じ農集委員会の判断で引き下げら
るヽようになつている(下 限10アール)が、参入形態に応じて小さい面積ても農業がスタートでき
5よう、下限面積の要件を緩和する。

E地法 L林水産●

Э共有農地に関する利用権設定の緩和
去改正により、数人の共有に係る土地について、存機期間5年未満の利用権を設定する場合に
よ、2分の1を超える共有持分を有するものの同意で可能とされたところであるが、施設口芸をf
,場合等については、10年以上の期間を設定できることとする。

E拿経営基盤強イt
足進法

E林水産省

D羅芳酬蔓T促
進のための固定資産課税台 野     認を摯翌憾 5鴨稀協議黒 ,そ手σ

5。

じ方税法 9務省

4
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の 保
=

所有者不明の森林を公的に整備する制度
Эの創設(公的主体による暫定的整備を可能
とする)

:i3脚醸III[督國莉 蝠
ι、森林経営計画(仮称】こ組み入れるとともに、同計画に基づき、所有者に代わって森林整備を
に施できることとする。

=林
法 1林水産雀

②顧纂事募盟8議常
に対する分収青林契約市町村森林整備計画に定める「要間伐森林」のうち、相続鋳が行われていないため所有者が不

現となつている森林について、分収青林契約締結事務を簡略化し、病書虫の発生防止や、水源

"題
養など公益的機能の保持に取り組むことができれ のとする。

森林法 E林水産●

Э霞騎響灘芳出些
の促進のための固定資産旧続等により森林所有者の特定は困難となつており、地権者が不明で全く手を出すことができな

,ヽ森林が存在している。このため、固定資産課税台機の口覧を可能とすることにより、森林所有
昔の特定を行いやすくする。

L方税法 9務雀

Э
幕富駐套

の捕獲
:狩

猟について期間や時間

=境
省守猟期間を延長するほか、一定の条件の下においては、夜間発砲についても規制を緩和する。 離の適正化に関す

5法律

⑤鵬 履藉r寛警奮肥影彊島霞
箱ヽわなタ

籠獣補獲が禁止されている鳥獣保護区であつて、農林集被書を発生している地域においては、
ンカやイノシシなど■大なな書をもたらしている■●t夕わなで綸轟十る嬌合に醇り 綸襲細日■

=境
●D許可を受けることなく補獲することができるものとする。

また、第1種狩猟免許を取得している者は、講習会の受講等によりわな猟を行えることとすると

=も
に、狩猟免許試験の一部免除対象者を警察官OB・ 自衛隊OB等に拡大する。

離の道正化に関す
5法律

⑥
昂
没後の狩猟制限の緩和及び消音器の使 kのエリア内進入を規制するとともに、餞弾のエリア外拡散防止策を議じる等、一定の条件の

F、 日没後の狩猟及び消告書の使用を認める。

反綺法

=獣
の保護及びデ
電の適正化に関す

E察庁
晨境省




